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１ はじめに 

 

 

本道では全国を上回るスピードで人口減少が進んでおり、地域の経済や暮らしなど様々な分 

野への影響が懸念されています。 

このような状況において、各地域が個性豊かで活力に満ちた持続可能な地域社会を実現して 

いくためには、住民及び市町村の創意と主体性が発揮され、地域の特性や資源などを活用した 

取組を持続的に進めるとともに地域相互の連携と補完を図ることが重要となります。 

この方針は、総合計画の第４章地域づくりの基本方向に掲げた「個性と魅力を活かした地域

づくり」と「様々な連携で支え合う北海道独自の地域づくり」の二つの視点を基本として、地

域の課題を踏まえ、地域の強みと可能性を活かした施策を計画的かつ効果的に進めるため、市

町村をはじめとした地域の関係者などの参画を得ながら、各振興局が主体となり策定します。 

 

 

  この方針は、北海道地域振興条例第５条に基づき総合計画が示す政策の基本的方向に沿って、

広域的な地域の区分ごとに地域振興を効果的に推進するための地域計画として策定するもので 

あり、総合計画を推進する手立ての一つとして位置づけます。 

 

 

地 域 の め ざ す 姿 ・概ね１０年先の地域のめざす姿を示しています。 

これまでの取組と課題 ・連携地域と振興局所管地域におけるこれまでの取組と課題を記載して

います。 

主な施策の展開方向 ・今後５年程度の連携地域における主な施策の方向と振興局所管地域の

重点的な推進方向で構成しています。 

地域重点政策ユニット ・各地域で重点的に取り組む複数のプロジェクトで構成し、その推進エ 

リア、実施主体、目的、施策展開、重要業績評価指標(ＫＰＩ※)を記載 

しています。 

 

 

平成２８年度から概ね５年 

対応

方向

地 域 の め ざ す 姿

等

○連携地域

○振興局所管地域
○連携地域

○振興局所管地域

重点的な取組 国 道 市町村

企業 大学 ＮＰＯ※

主な施策の展開方向 地域重点政策ユニット

これまでの

取組と課題

基本的な考え方 

方針の位置づけ 

方 針 の 構 成 

方針の推進期間 
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２ 地域のめざす姿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 道央広域連携地域は、空知、石狩、後志、胆振、日高の振興局所管地域で構成されています。 

 この地域は、札幌市を中心に政治・経済、商工業、医療などの様々な機能が集積していると

ともに、周辺では多種多様な農林水産業が営まれ、また、豊かな自然環境やアイヌ文化、ジオ

パーク※、産業遺産など、個性豊かで多彩な地域資源を有しています。 

 こうした地域の特色を活かし、ものづくり産業等の集積促進などによる本道経済を牽引する

産業の活性化や農林水産業の展開、環境への負荷が少ない持続可能な社会の構築、多彩な資源

を活用した観光の振興と地域固有の文化や歴史の継承・活用に取り組むとともに、人口減少社

会を見据え、誰もが健康で安心して暮らせるまちづくりを進めることにより、北海道をリード

する中核エリアとして更なる発展を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個性豊かで多彩な地域資源を活かし 

 



3 

 

３ これまでの取組と課題 

 

 

※ 平成２５年３月策定の連携地域別政策展開方針の連携地域における「主な施策の展開方向」に基づき整理したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携地域のこれまでの取組と課題 

○安心で住みよいまちづくりの推進 

【これまでの取組】 

 ・医療機関相互の連携を図るとともに、救命救急センターの機能強化等による地域の救急医

療体制の充実など、効率的な医療提供体制の構築に取り組んでいます。 

 ・子どもを育てる環境づくりや高齢者の暮らしを支える体制整備など、誰もが安心して暮ら

せるまちづくりに取り組んでいます。 

 ・住みやすさを活かした北海道体験移住「ちょっと暮らし※」や二地域居住※など移住・定住

の促進に取り組んでいます。 

・地域の防災意識が高まり、防災拠点の整備や備蓄の促進、企業等との災害時応援協定締結

による連携強化、地域防災マスター※の育成、洪水対策、土砂災害対策、市町村の警戒避

難体制整備の支援など災害に強い地域づくりに取り組んでいます。 

【課 題】 

 ・自治体病院・公的病院等は、少子高齢化や都市部への人口流出、さらには、医師の不足や

地域偏在などを背景に、その経営環境は依然として厳しい状況にあることから、関係機関

による連携体制の強化などに取り組んでいく必要があります。 

 ・若者の地元定着、結婚・出産・子育ての希望をかなえるとともに、高齢者など誰もが健康

で安心して暮らせるまちづくりに取り組んでいく必要があります。 

 ・集落やコミュニティの活性化と空き家の利活用、コンパクトなまちづくり※の推進、地域

を支える多様な人材の育成や確保に取り組んでいくとともに、地域の「しごと」、「住

まい」、「暮らし」の情報を一元的に提供し、移住・定住の取組を推進していく必要があ

ります。 

・近年の激甚化する自然災害に備え、防災・減災に資する河川や海岸などのインフラ整備、

避難路や緊急輸送道路などの安全で確実な交通ネットワークの整備を推進するとともに、

避難行動要支援者対策や自主防災組織※の育成、継続的な防災訓練の実施など、地域防災力
※を強化していく必要があります。 
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○環境と調和した低炭素・循環型社会の形成 

【これまでの取組】 

・再生可能エネルギー※の普及・導入に向け、木質バイオマス※エネルギーの利活用に対する

支援、太陽光発電や小水力発電の導入推進に向けた啓発などに取り組んでいます。 

・環境学習講座の講師や地球温暖化防止活動推進員※の派遣など、環境に配慮する人づくり

を進めるとともに、廃棄物の不法投棄、ポイ捨て防止に係る啓発事業などに取り組んでい

ます。 

・地域住民との協働による森林づくり、森林教室や林業体験学習など森林とふれあう機会の

提供などに取り組んでいます。 

【課 題】 

・地域の特性を活かした雪氷冷熱※、地熱、木質バイオマスなどの再生可能エネルギーの導

入や関連産業の育成、炭層メタンガス※（ＣＢＭ）や石炭地下ガス化※（ＵＣＧ）などの

地下資源の実用化、水素エネルギー※の導入・普及に向けた取組を進めていく必要があり

ます。 

・廃棄物の発生抑制や再使用、資源化を進めるとともに、事業者等における廃棄物の適正処

理の推進を図り、環境負荷の少ないライフスタイルを確立していく必要があります。 

・森林づくりに関する地域住民の意識醸成を図るため、イベントへの参加など地域住民、企

業などの多様な主体との協働による取組を推進していく必要があります。 

・豊かな自然環境を守り育てるとともに、生物多様性※の保全を図るため、エゾシカなどの

野生動物や外来種対策に取り組み、人と豊かな自然環境が共生する地域づくりを推進する

必要があります。 
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○地域の特色を活かした多種多様な農林水産業の展開 

【これまでの取組】 

・イベントや情報発信により農林水産物やこれらの加工品のブランド化・販路拡大に取り組

んでいます。 

 ・６次産業化※や農商工連携※を推進するためのネットワーク構築や地域の農産物を活用した

商品開発への支援などに取り組んでいます。 

 ・都市部の消費者を対象とした収穫体験やセミナーなど、地域の農産物に対する消費者の愛

着を深める取組のほか、農業体験の受入農家を対象とする研修会の開催などグリーン・ツ

ーリズム※の推進に取り組んでいます。 

 ・農林水産業の担い手の育成や確保に向け、新規就業者の資質向上に関するフォーラムの開

催や就業支援などに取り組んでいます。 

 ・地域農業関係者との連携により、エゾシカなどの鳥獣による農業被害対策に取り組んでい

ます。 

 ・水産資源の持続的利用に向け、磯焼け※対策やトド等海獣による漁業被害対策などに取り

組んでいます。 

 ・森林施業※の集約化による効率的な造林や間伐を推進するとともに、住宅や公共建築物な

どへの道産木材の利用拡大、未利用資源等の木質バイオマス※エネルギーなどとしての活

用促進に取り組んでいます。 

【課 題】 

 ・ＴＰＰ協定※交渉の合意を踏まえ、国内外での競争力強化を目指し、生産性や品質の向上

に向けた農業生産基盤の整備、多様なニーズに対応した新品種やＩＣＴ※等を活用した新

技術の導入などを積極的に推進するとともに、農林水産物やこれらの加工品のブランド

化、農水産物をベースとした６次産業化や農商工連携により付加価値の高い商品開発を進

めるほか、国内販路拡大や海外への輸出などに、より一層取り組んでいく必要があります。 

・安全・安心で高品質な農産物に対する消費者のニーズが高まっていることから、クリーン

農業※を推進するとともに、食育※や農業体験などを通じて地域の農産物に対する理解の

醸成を図り、地産地消に取り組んでいく必要があります。 

・農林水産業の就業者が減少、高齢化していることから、担い手の育成や確保、作業の省力

化に取り組んでいく必要があります。 

・エゾシカなどの鳥獣による農業被害の減少を図るため、関係団体との連携により捕獲など

の取組を強化していく必要があります。 

・磯焼けの進行や海獣による漁業被害などにより漁業生産が低迷していることから、適切な

資源管理と海域の特性に応じた栽培漁業※を進めていく必要があります。 

・間伐などの手入れの行き届かない森林が依然として多い状況にあることから、森林施業の

集約化による森林整備の効率化と生産コストの削減を進めるとともに、木材産業の競争力

強化や林地未利用材※の有効活用の促進に、より一層取り組んでいく必要があります。 
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○本道経済をリードする産業の活性化 

【これまでの取組】 

・産業集積や新産業創出を図るため、企業立地に関するワンストップサービス、道内に立地

を検討しているものづくりやエネルギー関連産業などの誘致活動に取り組んでいます。 

・産学官金※の連携によって、新分野への事業展開や既存製品の改良など企業の課題解決に

向けて取り組んでいます。 

・マーケティング力に優れた人材の育成や付加価値の高い商品の発掘・磨き上げによる地域

ブランドの確立など、競争力強化に取り組んでいます。 

【課 題】 

 ・地域の産業活性化や雇用の創出のため、地方へのリスク分散の受け皿となる産業集積地域

の形成に向けた企業誘致に積極的に取り組んでいく必要があります。 

 ・「地域のものづくり力」の向上を図るため、大学や高等専門学校、産業支援機関※などを核

とした研究開発拠点の形成や企業力向上に向けた地元企業、金融機関との連携強化、地域

資源を活かした新事業・新産業の創出などに取り組んでいく必要があります。 

 ・アジアを中心とした海外への新たな市場開拓や、経済波及効果の高い成長産業分野への事

業展開などに取り組んでいく必要があります。 

 ・若年者の道外への流出や雇用のミスマッチなどによる人手不足を解消するため、職業訓練

の実施や新規学卒者の地元への就職や定着の促進などにより、産業の担い手となる人材の

育成や確保に取り組んでいく必要があります。 

○多彩な地域資源を活用した観光の振興 

【これまでの取組】 

・地域の食と観光の魅力情報発信やプロモーション活動、新たな観光資源の発掘、外国人観

光客の受入れに向けた体制整備や人材育成、地域の特色ある観光資源を活用したイベント

やモニターツアーの実施などに取り組んでいます。 

【課 題】 

 ・北海道新幹線の開業やＬＣＣ※の就航などにより、多くの観光客の道内への入り込みが期

待されることから、地域こだわりのブランド食を提供する食観光、グリーン・ツーリズム※

による都市と農村の交流、エコツーリズム※、サイクリング、ラフティング、スキー、乗

馬などの体験型観光といった地域資源を活用した、ホスピタリティ※の高い魅力ある観光

地づくりのほか、地域情報の発信を更に進めていく必要があります。 

   また、2020年の東京オリンピック・パラリンピックや 2030年度末の北海道新幹線札幌

延伸も見据えた広域的な受入体制を整備していく必要があります。 

 ・来道外国人観光客300万人を達成するため、外国人観光客の増加に対応したＷｉ-Ｆｉ※環

境などの受入体制の充実や更なる誘客促進に取り組んでいく必要があります。 
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○交流を支える基盤整備の促進 

【これまでの取組】 

・新千歳空港や北海道縦貫自動車道、北海道横断自動車道など、空港や道路、港湾などの整

備により、道内外を結ぶ交通ネットワークの形成に取り組んでいます。 

【課 題】 

・交流人口や物流量が増大していることから、空港や港湾の機能の向上、アクセス強化を図

るとともに、高規格幹線道路※、地域高規格道路の整備など、交通ネットワークの形成に向

けた取組を進めるほか、既存の交通ネットワークの維持・確保に取り組んでいく必要があ

ります。 

○地域固有の文化や歴史の継承・活用 

【これまでの取組】 

・国内最大の産炭地であった証である炭鉱遺産※の後世への継承やまちづくり・観光への活用

に取り組んでいます。 

 ・アイヌ文化やジオパーク※、縄文遺跡群、恐竜化石など地域固有の文化や歴史などの財産を

まちづくりに活かし、魅力ある地域づくりに取り組んでいます。 

【課 題】 

・産炭地域は、高齢化率も高く、地域を案内する語り部が減少していることから、炭鉱遺産

の歴史を後世に語り継ぐ語り部の育成に取り組んでいく必要があります。 

・炭鉱遺産を保全しながら他の産業遺産と連携した広域的な取組に発展させ、教育学習ツア

ーなどにより交流人口の拡大に取り組んでいく必要があります。 

 ・アイヌ文化やジオパークなど地域固有の文化や歴史などの財産を地域資源と結びつけると

ともに、国立アイヌ民族博物館を含む「民族共生象徴空間※」の整備等を契機とした更なる

誘客促進などにより、交流人口の拡大に取り組んでいく必要があります。 
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■安全・安心で住み良い暮らしのできる地域の形成 

 

 

 

 

 

 

 

 

■担い手対策 

 

 

 

 

 

 

 

■交流人口の拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※H21以前の数値は、幌加内町分を除く。 

 

 

 

 

 

 

振興局所管地域の人口減少下における課題 

空知地域 

・農家戸数が年々減少を続けており、今後も全道平均を上回るペースで減少することが予測さ

れていることから、担い手の育成や確保が求められています。 

 

 

 

                              農林水産省「農林業センサス」他 

・農業就業人口      18,990人（H22） → 16,351人（H27（概数値））（▲13.9％） 

・新規就農者数        96人（H21） →   95人（H26）（▲1.0％） 

・６５歳以上農業就業人口割合    36.9％（H22） →  38.9％（H27（概数値））（2.0％） 

・少子高齢化や都市部への人口流出が続いていることから、基幹産業である農業を活用したグ

リーン・ツーリズム※をはじめ、炭鉱遺産※やワインなどの地域資源を活用した空知の魅力を

積極的に発信し、交流人口の拡大を図り、地域経済への波及効果を高めていく必要がありま

す。 

 

 

                            

 北海道「北海道観光入込客数調査」他 

 

・観光入込客数      12,438千人（H21） → 11,654千人（H26）（▲6.3％） 

・農業体験者数        7,683人（H21） →   8,521人（H26）（10.9％） 

・人口減少社会を見据え、若者や子育て世代の移住・定住と産業人材の確保を一体的に進める

ほか、地域医療体制の確保や地域交通ネットワークの維持・確保を進めていく必要がありま

す。 

 

 

 

                  北海道「空知総合振興局管内における市町村立病院の業務概要」他 

・「ちょっと暮らし※」実績数      222人（H24） →   257人（H26）（15.8％） 

・高校卒業者のハローワーク管内就職率   岩見沢管内46.2％、滝川管内59.1％（H27.3卒） 

・管内公立病院年間延患者数    2,226千人（H21） → 2,002千人（H26）（▲10.0％） 
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■出生率の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■若者の地元定着の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■交流人口の拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

石狩地域 

・当地域は全道総人口の４割以上を占めるものの、市町村別の合計特殊出生率※は半数で東京

都を下回り、道内のワースト４を占めるなど、極めて低い水準にあるため、道内全体の自然

減を抑制する上でも、出生率の向上を図ることが重要となっています。 

 

 

 

 

 
 

厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」 

・石狩地域の市町村の合計特殊出生率※（H20～H24） 

札 幌 市 1.08（全道177位） 江 別 市 1.06（全道178位） 千 歳 市 1.50（全道 63位） 

恵 庭 市 1.29（全道142位） 北広島市 1.09（全道176位）  石 狩 市 1.21（全道163位） 

当 別 町 1.01（全道179位）  新篠津村 1.30（全道138位） 

※参考：北海道 1.25（全都道府県46位） 東京都 1.11（全都道府県47位） 全 国 1.38 

・多くの大学や企業が集積し、道内他地域からの大幅な転入超過となっていますが、進学や就

職時における道外への人口流出が著しいことから、若年層の道外への流出抑制や道外からの

流入促進に取り組み、道内全体のダム機能を一層発揮していくことが求められています。 

 

 

 

 

 
 

 

総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

・石狩地域の人口の社会増減状況（H25実績） 

 対道内社会増減 ＋12,266人 

 対道外社会増減 ▲ 3,251人（全道 ▲8,154人） 

 15～29歳の対道外社会増減 ▲ 3,178人（全道 ▲7,359人） 

 対首都圏社会増減 ▲ 3,144人（全道 ▲6,374人） 

・地域内人口が減少への転換期を迎える中、地域経済の活性化を図るためには、都市と自然と

が共存し、多様な食や観光資源、充実した交通網などを有する地域特性を活かしながら、交

流人口の拡大に取り組んでいく必要があります。 

 

 

 
 

北海道「北海道観光入込客数調査」 

・観光入込客数の推移 

＜石狩地域＞ H25： 23,910千人（対前年比103％）→ H26： 23,330千人（対前年比 98％） 

＜全  道＞ H25：131,788千人（対前年比103％）→ H26：133,434千人（対前年比101％） 
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■農林水産業の振興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■質の高い観光地づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域を支える人材の確保と定住促進 

 

 

 

 

 

  

後志地域 

・小樽やニセコの周辺などを中心に年間を通して観光客で賑わう本道を代表する観光エリアで

すが、観光客の季節変動や日帰り観光が大半を占めていることから、観光入込客の平準化

や、欧米型の長期滞在型観光地の形成に向けた取組が必要となっています。 

・ニセコ周辺地域などにおいて、海外資本などによる開発が進行していますが、自然・景観の

保全、活用による質の高い観光地づくりが必要となっています。 

 

 

北海道「北海道観光入込客数調査」  

・観光入込客数    20,181千人（H21） →  21,002千人（H26）（4.1％） 

・外国人宿泊者延数 312,511人泊（H21） → 695,529人泊（H26）（122.6％） 

・１次産業である農林水産業、建設業、介護・福祉分野等において労働力が不足する一方、冬

季間には、多くの若者がスキー場関連施設等で滞在・就業しており、その豊富な労働力を活

用する方策を検討することが求められています。 

・年間を通じて多くの外国人が滞在する地域性を踏まえた人材育成を行うことで、地域内の定

住を促進し、人口減少に歯止めをかける取組が必要となっています。 

 

 

 

北海道労働局「雇用失業情勢」他  

・有効求人倍率 ハローワーク小樽管内  0.36倍（H21年度）→ 0.88倍（H26） 

        ハローワーク岩内管内  0.74倍（H21年度）→ 1.56倍（H26） 

・定住外国人  1,822人（H26） 

・基幹産業である農林水産業では、後継者不足や高齢化が進んでおり、担い手の確保や収益性

の向上が必要となっています。 

・特に日本海漁業は、磯焼け※の進行、海獣被害の拡大、回遊性資源の減少などにより非常に

厳しい環境にあり、その対策が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産省「農林業センサス」他 

・農家戸数    3,276戸（H22） →  2,755戸（H27（概数値））（▲16.0％） 

・農業就業人口  6,467人（H22） →  5,548人（H27（概数値））（▲14.2％） 

（60歳以上割合53％（H22）→56％（H27（概数値）） 

・林業労働者数   185人（H21） →   213人（H25）（1.2％） 

（60歳以上割合20％（H21）→30% (H25)） 

・漁獲量    6.7万トン（H21） → 3.1万トン（H26）（▲53.7％） 

・漁獲高    105.9億円（H21） →  96.7億円（H26）（▲8.7％） 

・漁業就業者数  1,445人（H21） →   1,164人（H26）（▲19.4％） 

（60歳以上割合50％（H20）→49% (H25)） 
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■雇用の場の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■移住・定住・交流人口の拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胆振地域 

・付加価値の高い製品開発の促進や販路拡大、人材育成、経営安定化、企業立地の促進などに取

り組むことで、安定的な雇用の場の創出や第一次産業の担い手不足の解消を図る必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道「工業統計調査～平成25年工業統計確報」他 

 

・従業者数4～29人の事業所における常用雇用者数   4,900人(H25) 全道14振興局中4位 

・農業就業人口       4,647人（H22） →   3,956人(H27（概数値）)（▲14.8％） 

・林業労働者数        139人（H21） →   185人(H25)（33.0％） 

60歳以上高齢者割合30％（H25） 

・漁協組合員         916人（H21） →   867人(H25)（▲5.3％） 

・製造業の付加価値生産性             1,332万円(H25) 全道14振興局中1位 

・素材（丸太）生産量    127千㎥(H21)  →   147千㎥(H25)（15.7％） 

・漁業生産高         89千㌧(H21)  →    74千㌧(H25)（▲16.8％） 

・地域の人口を維持し、地域経済の活性化を図るため、空き家の有効活用や多様な地域資源を活

用した誘客の取組を促進するとともに、交通ネットワークの整備などを進め、移住・定住・交

流人口の拡大を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

北海道「北海道観光入込客数調査～平成26年度」他 

・「ちょっと暮らし※」実績数  189人(H27年度上半期) ※過去5年間の同期平均 117人 

・観光入込客数         15,561千人(H26)  全道14振興局中4位 

・宿泊客延べ数           3,107千人(H26)  全道14振興局中5位 

・外国人宿泊者延数         780千人(H26)  全道14振興局中2位 
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■担い手対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■交流人口の増加と雇用の創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域医療の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日高地域 

・誰もが安心して住み続けられる地域づくりを支えるために、医療従事者の確保や医療連携の

取り組みを進めるなど医療提供体制の充実が求められています。 

 

    

 

 

北海道「北海道の医師確保対策について・看護職員就業状況」 

  

・医療機関従事者数（人口10万対） 

・医 師       日高 105.4人（H26末）（全道  230.2人）    

  ・看護師・准看護師  日高 917.5人（H26末）（全道 1,429.2人）                                    

・農家戸数や漁業就業者数が年々減少し続けていることから基幹産業である第１次産業や関連

産業の担い手育成や確保が求められています。 

 

 

 

 

 

農林水産省「農林業センサス・漁業センサス」、北海道「北海道水産現勢」  

・農業産出額     469億円（H18）全道14振興局中8位 

・農家戸数      2,130戸（H22）→1,882戸（H27（概数値））（▲11.6%） 

・漁業生産額     156億円（H26）全道12振興局中6位 

・漁業就業者数    3,124人（H20）→2,682人（H25）（▲14.1%）  

60歳以上高齢者割合28％（H25） 

・地域産業の振興を図り新たな雇用の場の創出するためには、豊かな食や自然など地域特性を

活かした観光の展開による交流人口の増加を図るとともに、食品加工分野における商品開発

や販路拡大など食の付加価値向上の取組を進めていく必要があります。 

 

 

 

             経済産業省「工業統計調査・商業統計調査」、北海道「北海道観光入込客数調査」 

 

 

・観光入込客数         1,565千人（H24）→1,646千人（H26）（5.2％） 

・食料品製造業出荷額       232億円（H25） 全道14振興局中13位 

・食料品製造業付加価値額      54億円（H25）  全道14振興局中14位 
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４ 主な施策の展開方向 

 

 

○ 誰もが健康で安心して暮らせるまちづくりの推進 

 ・地域における医療連携や救急医療体制の構築などによる医療提供体制の充実 

 ・若者が希望どおり地元就業、結婚・出産・子育てができる環境づくりの促進 

 ・コンパクトなまちづくり※や「生涯活躍のまち」構想※の推進など、高齢者が健康で暮らし 

やすい環境づくりの促進 

・地域を支える多様な人材の育成や確保 

・移住に関する関係団体とのネットワークの構築や北海道体験移住「ちょっと暮らし※」の促

進 

 ・防災・減災に資するインフラの整備や、自主防災組織※の育成などによる地域防災力※の強化 

 

○ 豊かな自然環境と調和した持続可能な社会の構築 

  ・雪氷冷熱※、地熱、木質バイオマス※など地域の特性を活かした再生可能エネルギー※、水素 

エネルギー※の導入・普及、炭層メダンガス※（ＣＢＭ）や石炭地下ガス化※（ＵＣＧ）などの 

地下資源の実用化に向けた取組の促進 

・廃棄物の適正処理や３Ｒ※の推進など、環境保全意識の醸成促進 

・協働による森林づくり活動の推進 

・人と自然が共生する社会づくりの推進 

 

○ 地域の特色を活かした多種多様な農林水産業の展開 

 ・農地の大区画化や排水条件の整備、新技術の導入、法人経営の育成・推進などによる地域

農業の体質強化 

・地域の特色ある農林水産物やこれらの加工品のブランド力の強化と産業間連携の推進、国

内外への販路拡大 

 ・大消費地近郊の利点を活かしたグリーン・ツーリズム※や、クリーン農業※、地産地消の

推進による地域の農産物の消費拡大 

 ・新規就業者の育成・確保、高齢者や女性の就労に配慮した環境整備、ＩＣＴ※の活用など作

業の省力化 

 ・エゾシカなどの鳥獣被害防止対策の推進による農業経営の安定化 

 ・海域特性に応じた効果的・効率的な栽培漁業※の推進、海獣被害防止対策の推進などによ

る漁業経営の安定化 

・森林施業※の低コスト化の推進と、森林整備に伴い産出される道産木材の高付加価値化及び

有効活用の促進による、森林資源の循環利用の確立 

 

 

 

 

連携地域の主な施策の方向 



14 

 

○ 本道経済をリードする産業の活性化 

・ものづくり産業や食関連産業等の集積の促進や産学官金※連携等による産業の創出・育成 

・北海道フード・コンプレックス国際戦略総合特区※などを活用した食品加工分野での高付加 

価値化、販路拡大 

・地域の特性を活かしたものづくり産業人材の確保・定着の促進 

 

○ 多彩な地域資源を活用した観光の振興 

  ・自然、食、温泉、産業遺産、ジオパーク※など地域資源を活かした魅力ある観光地づくりの 

推進 

  ・北海道新幹線の開業やＬＣＣ※の就航など新たな観光需要に対応した受入体制整備、広域観 

光ルートの形成、地域情報の発信、体験・滞在型観光の推進 

・外国人向けの観光メニューづくりと外国人観光客の受入体制の整備 

 

○ 地域固有の文化や歴史の継承・活用 

・アイヌ文化や産業遺産などの地域固有の文化、歴史、産業などを活かした取組の推進と理解 

の促進 

 

○ 交流を支える基盤整備の促進 

・地域生活や産業及び快適な広域観光を支える交通ネットワークの維持・確保及び充実 
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札幌圏や旭川圏に近いという地の利を活かし、安全・ 

安心で住み良い暮らしのできる環境づくりを進めるほか､  

基幹産業である農業の生産力強化や関連産業の振興、雇 

用の創出や産業人材の確保、地域特性を活かした再生可 

能エネルギー※などの導入を図るとともに、ワインや炭鉱 

遺産※、グリーン・ツーリズム※など空知ならではの魅力を 

積極的に発信し、国内外との交流人口の拡大を図ります。 

 

 

 

 

 

 地域内人口が減少への転換期を迎える中、都市と自然 

が共存し、新千歳空港や石狩湾新港といった交通・物流 

基盤などを有する地域特性を活かし、地域産業の競争力 

強化、国内外からの誘客促進による交流人口の拡大を通 

じて、経済の活性化や雇用創出、所得向上に努めるとと 

もに、若者の地元定着、結婚・出産・子育ての希望をか 

なえる取組を進めます。 

 

 

 

 

 

収益性の高い農業の確立、森林資源の循環利用、増養 

殖の推進による日本海漁業振興など、農林水産業の持続 

的発展を図ります。 

また、多様な資源を活かした国際観光リゾートエリア 

の形成による地域経済の活性化や雇用の創出を図るとと 

もに、仕事や住まいのマッチングによる通年雇用化や移 

住・定住の促進、国際感覚を持ったグローバル人材の育 

成など、人口減少社会に対応した活力あるまち・ひと・ 

しごとづくりを進めます。 

  

空知地域 

石狩地域 

後志地域 

振興局所管地域の重点的な施策の方向 
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 ジオパーク※、アイヌ文化、縄文遺跡群、恐竜化石、日本 

有数の温泉地、新鮮・多品種な食材といった多様な地域資 

源や、優れたものづくり・エネルギー産業の集積、交通・ 

物流アクセスの利便性や広大な立地環境など、地域の優位 

性を活かし、国内外からの交流人口の拡大や移住・定住の 

取組の推進を図るとともに、地域産業の生産性を高め、安 

全・安心で生きがいと働きがいに満ちた地域づくりを推進 

します。 

 

 

 

 

 

日高山脈を背として、ユネスコ世界ジオパークであるア 

ポイ岳を含む我が国最大の国定公園である「日高山脈襟裳 

国定公園」や、変化に富んだ独自な海岸景観、全国一の軽 

種馬生産地として他地域では見られない広大な牧場風景が 

広がり、また、国の伝統的工芸品として認定されたイタ、 

アットゥシを生んだアイヌ文化が継承されている。こうし 

た地域特性を活かした観光を展開するほか、地域を支える 

農林水産業の振興や、誰もが住み続けたいと思える地域づ 

くりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胆振地域 

日高地域 
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５ 地域重点政策ユニット 

 

 

地域重点政策ユニットは、主な施策の展開方向に基づいて、重点的に取り組むプロジェクトで

す。 

 

地域重点政策ユニットのプロジェクト名称 推進エリア 

１ ようてい・西いぶり広域連携プロジェクト  後志地域 

胆振地域 

石狩地域 

２ 北海道新幹線開業を活かした日胆地域活性化プロジェクト 胆振地域 

日高地域 

３ 道内ジオパーク※の連携による地域力向上プロジェクト 胆振地域 

空知地域 

日高地域 

オホーツク地域 

十勝地域 

４ 安心で住み良いまちづくりプロジェクト 空知地域 

５ 空知農業と関連産業の振興プロジェクト 空知地域 

６ そらち「炭鉱（やま）の記憶※」の推進プロジェクト 空知地域   

７ 空知の魅力発信プロジェクト 空知地域 

８ 若い世代の結婚・子育てに関する希望をかなえる少子化対策加速プロジェクト 石狩地域 

９ 若者の地元定着促進と首都圏からの新しい人の流れ創出プロジェクト 石狩地域 

10 都市と自然とが共存する石狩観光スタイルのグローバル展開プロジェクト 石狩地域 

11 豊かな自然環境と調和するスマート＆クリーンタウン形成プロジェクト 石狩地域 

12 安全・安心・いきいきまちづくり推進プロジェクト 石狩地域 

13 地域を支える力強い農林水産業確立プロジェクト 後志地域 

14 多彩な地域資源を活用した国際観光リゾートエリア形成プロジェクト 後志地域 

15 “しりべし”活力ある「まち・ひと・しごと」づくりプロジェクト 後志地域 

16 経済・環境の調和を図り地域活力を創造する「いぶり」産業展開プロジェクト 胆振地域 

17 多様な強みを活かし融合する 住みたい・訪れたい「いぶり」地域づくりプロジェクト 胆振地域 

18 「ひだか」地域を支える農林水産業振興プロジェクト 日高地域 

19 地域特性を活かした「ひだか」観光展開プロジェクト 日高地域 

20 誰もが住み続けたいと思える「ひだか」地域づくりプロジェクト 日高地域 
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 目   的  

 羊蹄山麓・西胆振周辺地域は、従来から経済、生活面において強い結びつきを保っており、

今後、高速道路の整備や北海道新幹線の開業と札幌延伸など、環境が変化していく中、地域が

さらに連携・協力することにより、自然が織りなす雄大な景観、多彩なアクティビティ、温泉

などを活用した観光や大規模災害対策等で、更なる成果を期待することができます。 

 このため、地域の市町村に加え、道、国の関係機関が協力し、観光、防災、交通・道路整

備、人口減少対策等の面での施策を連携し推進していくことにより、連携地域一帯の地域活性

化や新たな経済圏の形成を図ります。 

 

 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

 ■ 広域連携による新たな観光地づくり 

  ○豊富で多彩な観光資源を組み合わせた新たな観光ルートの構築（＊） 

  ○多彩な海と山の食の新たな魅力の構築（＊） 

   

 ■ 広域的な協力・連携による防災体制の強化（＊） 

  ○広域で連携した防災に関する相互協力体制の構築（＊） 

 

 ■ 移住・定住の促進 

  ○広域で連携した移住・定住情報の共有と発信（＊） 

 

 

ようてい・西いぶり広域連携プロジェクト 
 
  
 
 

【施策】 ■ 広域連携による新たな観光地づくり 

     ■ 広域的な協力・連携による防災体制の強化 

     ■ 移住・定住の促進 

 
〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○観光入込客数（14市町村合計（区毎の統計を取っていない札幌市南区を除く）） 

 2,240万人（H26）→ 2,789万人（H31） 

【推進エリア】 道央広域連携地域（後志地域、胆振地域、石狩地域） 

        羊蹄山麓・西胆振周辺地域（白老町、札幌市南区を含む） 

【主な実施主体】国、道、市町村、民間、NPO 
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 関連する主な基盤整備  

  ○安心で快適な旅ができる交通ネットワークの整備 

  ○冬期における安全で快適な道路交通の確保 

  ○自然公園における利用施設の整備など自然とのふれあいの場づくり 

   ・自然公園の整備促進 

  ○自然災害などによる被害を軽減する危機管理体制の充実と地域防災力※の向上 

  ○健全な森林の整備と保全の推進 

   ・伐採跡地への植栽や間伐などの促進 

  ○治山施設の整備 

・山地災害の防止・軽減に向けた治山事業の促進 

  ○北海道新幹線の整備促進 

  ○高規格幹線道路※の整備 

  ○災害に備えた安全な道路交通環境の整備 

   ・道道泊共和線の整備促進 

  ○洪水や土砂災害、火山噴火や大規模地震、津波などに備えた安全性の高い災害防止施設の

整備 

   ・河川、砂防等施設の整備 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 

 

広域連携による新たな観光地づくり

広域的な

防災体制の強化
広域で連携した

移住・定住促進

連携地域一帯の活性化・新たな経済圏の形成
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 目   的  

 北海道新幹線の開業に伴う道外からの観光客やビジネス利用客の増加が期待されており、胆

振・日高地域においても、こうした新幹線開業効果を最大限に活かしていく必要があります。 

 このため、胆振・日高地域が有する地域資源のさらなる魅力の発信や新たな地域資源の開

拓、ブランド化を進めるとともに、教育旅行の誘致やサイクルツーリズムの促進による新たな

人の流れの創出、交通ネットワークの形成などによる受入体制の整備を推進し、地域経済の活

性化を図ります。 

 

 施 策 展 開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 胆振・日高地域が有する地域資源の魅力の発掘・磨き上げ 

○２つのユネスコ世界ジオパーク※（洞爺湖有珠山、アポイ岳）のさらなる魅力の向上（＊） 

  ○アイヌ文化をはじめとする地域の歴史・文化の理解・体験機会の創出 

  ○日本最大の軽種馬生産地域としての魅力の向上 

○モニターツアーの実施などによる新たな地域資源の発掘 

○豊かな大地と海の食材など地域産品を活用した食のブランド力向上（＊） 

 

■ 地域の強みの国内外発信による新たな人の流れの創出 

 ○ジオパークやアイヌ文化をはじめとする地域の歴史・文化をテーマとした教育旅行の誘致 

 ○海岸線や湖畔、牧場地帯などの豊かな風景を楽しむサイクルツーリズムの促進 

 ○夏でも冷涼な気候や新鮮な食材、温泉などの強みを活かした合宿誘致の推進 

 ○支笏洞爺国立公園・日高山脈襟裳国定公園の山の魅力や登山情報の発信 

 

 

 

北海道新幹線開業を活かした日胆地域活性化プロジェクト 
 

【  】道央広域連携地域（胆振地域、日高地域） 

【 主な実施主体 】国、道、市町村、民間、ＮＰＯ 

【施策】 ■ 胆振・日高地域が有する地域資源の魅力の発掘・磨き上げ 

     ■ 地域の強みの国内外発信による新たな人の流れの創出 

 

 
〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○胆振・日高地域への観光入込客数 1,720万人（H26） → 2,119万人（H31） 

 ［内 訳］ 

  胆振地域 1,560万人（H26） → 1,909万人（H31） 

  日高地域   160万人（H26） →  210万人（H31） 
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関連する主な基盤整備  

 ○安心で快適な旅ができる交通ネットワークの整備 

  ・観光拠点へのアクセス道路の整備 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

 道内には、国内最多５つの日本ジオパーク※（うち２つはユネスコ世界ジオパーク）があり、

観光振興をはじめ、ジオパークを活用したスポーツ大会や環境教育、防災教育の実施、自然環

境の保全など、これまでも各地域の特色を活かした取組を展開してきました。 

今後、道内ジオパーク間のネットワークを構築し、協働で魅力発信するなど地域間の連携し

た取組をより一層推進することにより、地域の魅力向上や交流人口の拡大を図り、地域力向上

に努めます。 

 

 施 策 展 開  

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 各地域におけるジオパークを活かした特色ある取組の促進 

○ジオサイトや食の魅力発信、体験ツアーの実施（＊） 

○ジオの恵みやストーリー性を活かした関連商品・サービスの創出（＊） 

○ジオパークを題材とした環境教育・防災教育・ふるさと教育の推進 

○ジオパークを舞台としたスポーツ大会など特色あるイベントの開催 

 

■ 道内ジオパーク間のネットワークの構築 

 ○道、関係市町村、企業、ＮＰＯ※等の情報共有体制の整備 

 ○ジオパークに携わる多様な主体の学びの機会の創出 

 

■ 道内ジオパークの連携による地域の魅力発信・交流人口の拡大 

 ○道内ジオパークに係る総合的な情報発信（＊） 

 ○歴史や文化をまとめた北海道のジオストーリーの発信 

 ○北海道のジオストーリーを活用した道内ジオパーク周遊のしかけ作り 

 ○国内外からの誘客促進とガイドや団体の育成等の受入体制の整備促進 

道内ジオパークの連携による地域力向上プロジェクト 
 

【  】道央広域連携地域（胆振地域、空知地域、日高地域） 

【連携地域を越えて取組を推進するエリア】オホーツク地域、十勝地域  

【 主な実施主体 】道、市町村、民間、ＮＰＯ 

【施策】 ■ 各地域におけるジオパークを活かした特色ある取組の促進 

     ■ 道内ジオパーク間のネットワークの構築 

     ■ 道内ジオパークの連携による地域の魅力発信・交流人口の拡大 

 

 
〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○ジオパーク構成市町への観光入込客数 8,228千人（H26） → 9,675千人（H31） 

 

 



23 

 

 

 

 

関連する主な基盤整備  

 ○安心で快適な旅ができる交通ネットワークの整備 

  ・観光拠点へのアクセス道路の整備 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

 地域の「しごと」「住まい」「暮らし」に関する一体的な情報発信などによる移住・定住対策

や、企業誘致活動の推進のほか、新規学卒者など若者を中心とした産業人材の確保・定着に向

けた取組を進めます。 

 また、広域的な結婚サポートに関する取組や地域住民にとって必要不可欠な地域医療や福祉

の充実、生活交通の維持・確保、雪の克服や効果的な利活用、再生可能エネルギー※等の導入に

向けた検討などを進め、安心で住み良い暮らしのできるまちづくりを進めます。 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

 ■ 企業誘致やものづくり産業人材の確保・定着 

  ○関係団体との連携による企業誘致活動の推進 

  ○都市圏から管内への人材誘致・定着に向けた取組の促進（＊） 

  ○地元の新規学卒者など若者を中心とした人材の確保・定着 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策】 ■ 企業誘致やものづくり産業人材の確保・定着 

■ 移住・定住の促進 

     ■ 高齢者や若者・子育て世代が安心で住み良い暮らしのできる環境づくり 

     ■ 再生可能エネルギー等の導入に向けた取組の促進 

■ 雪を活用・克服する取組の促進 

安心で住み良いまちづくりプロジェクト 
 

【  】空知地域  

【 主な実施主体 】国、道、市町、民間、ＮＰＯ 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○高校卒業者のハローワーク管内就職者数（岩見沢・滝川管内） 252人(H27.3卒) → 270人(H32.3卒) 

○体験移住事業（ちょっと暮らし※）の利用者数    257人(H26) →   300人(H31)    

○認定こども園※設置数             4か所(H26) →   9か所(H31) 

○冬期間（12月～3月）の観光入込客数    2,333千人(H26) → 2,400千人(H31) 

 

ハローワーク 
  

 

市町   

   

     

   

  

商工会、商工会議所

連携 

空知教育局等 空知総合振興局 

連携 

連携 

企業誘致 人材誘致・定着 地元の新規学卒者など若者を中心とした人材の確保・定着 

立地環境情報の発信 Ｕ・Ｉターン
※
希望者への求人情報の提供 若者への地域産業の理解促進 
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■ 移住・定住の促進 

〇移住・定住の促進に向けた、地域の「しごと」「住まい」「暮らし」に関係する団体との 

情報共有と一体的な情報発信（＊） 

  ○「ちょっと暮らし※」の推進 

  ○移住者向けの住環境や子育て支援などの受入体制の充実 

○農業や商工業の関連団体などとの連携による広域的な結婚サポートに関する取組の促進（＊） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 高齢者や若者・子育て世代が安心で住み良い暮らしのできる環境づくり 

○地域における医療連携や救急医療体制の充実 

○安心して子どもを生み育てることができる環境づくりの推進 

○高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる社会の形成 

○関係機関の連携による防災体制の強化 

○地域の実情に応じた地域交通ネットワークの維持・確保のための取組の促進（＊） 

〇集落対策やコンパクトなまちづくり※の促進、コミュニティの活性化（＊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の取組体制の充実 

 
 

 

 
 

子どもを生み育てる環境整備 

   

取組内容 

 
  
  

   

  

医療提供体制の充実 
・医療連携の推進 

・一次救急体制の充実 

・二次救急の連携 など 

国、道（本庁・空知総合振興局）、市町、医療機関、NPO※法人、社会福祉協議会など 

地域交通ﾈｯﾄﾜｰｸの維持・確保 
・市町地域公共交通会議等の開催 

・   

・コミュニティバス運行への助成 

など 

集落対策やコンパクトなまちづくり※の促進、コミュニティの活性化 
・集落対策の実施 

・地域再生法に基づくｺﾝﾊﾟｸﾄなまちづくりの

検討など 

・空き家等の利活用 など 

高齢者が安心して暮らせる社会の形成 

高齢者が安心して暮らせる社会の形成 
・高齢者の見守り活動 

・高齢者サロンの設置 

・健康セミナー等の開催 

・買い物環境の整備 

・高齢者への除雪支援 

 など 

利便性の高いまちづくり 

子育て世帯への支援 
・医療費助成の実施 

・保育料・給食費等の減免 

・出産祝い金の支給 など 

空知総合振興局 

 
 

 市町 

  

U･Iターンの受入 

   

総合的な支援の実施 

     

 

空き家情報の提供 

  

  

関係団体 

U･I ﾀｰﾝ※支援ｾﾐﾅｰ等の開催 仕事と生活情報の一体的発信

・地域の「しごと」「住ま

い」「暮らし」に関係する

団体との情報共有（移住・

定住推進連絡会議の開催） 

・婚活※イベント等の開催 

体験移住者の受入 移住・定住者の受入 

連携・情報交換 

連携・情報交換 

連携・情報交換 
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■ 再生可能エネルギー※等の導入に向けた取組の促進 

○雪氷冷熱※等の地域特性を活かしたデータセンター、試験研究機関等の誘致促進（＊） 

○中小水力発電※、太陽光発電などの再生可能エネルギーの導入や石炭資源を活用したエネル

ギーの実用化に向けた取組の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 雪を活用・克服する取組の促進 

  ○道路や歩道の除排雪対策の実施による、冬期間の安全かつ快適な交通環境の確保 

  ○高齢者世帯等に対する除排雪の支援 

  ○雪氷冷熱等の地域特性を活かしたデータセンター、試験研究機関等の誘致促進並びに農作

物の高付加価値化など、貯蔵機能の向上に向けた取組の促進 

  ○雪まつりの開催やスキー、雪を活用した体験ツアーなどの実施による交流人口の拡大 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連する主な基盤整備  

○救急搬送などに備えた安全な道路交通環境の整備 

   ・緊急輸送道路等の整備促進 

    

 

 （＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 

 

 

 
 

道・国  市 町 

 
 

   

エネルギーの地産地消などを進める総合的な支援の実施 
  
  

 技術開発・事業化経費支援   

  

事業者・研究機関 

 

情報共有のための会議の開催 

連携・情報交換 連携・情報交換 

エネルギーの多様化による

需給の安定 

循環型社会経済システムの

構築 

再生可能エネルギー※関連企

業・研究機関の立地促進 

アドバイザー等の派遣 

･雪氷冷熱※の 

活用に向けた 

実証実験の実

施 

普及啓発事業 現地見学会の開催等 

空知総合振興局 

  

 市 町 

  

冬期間の安全な交通環境の確保 
   

     

 

･高齢者世帯等に対する除

排雪支援   

  

関係団体 

･効果的な除排雪の実施 
･データセンターの現地見

学会等の開催 

･雪まつりの開催やスキ

ー、雪を活用した体験ツ

アーなどの実施 

高齢者が安心して暮らせる生活環境の形成 

冬期間の交流人口の拡大 

国 

連携・情報交換 連携・情報交換 連携・情報交換 

関連企業・研究機関の立地促進 



27 

 

 

 

 

 

 

 目   的  

 空知の農業は、管内の基幹産業として、豊かな水資源と広大な農地を活かし、全道一の作付

けを誇る米をはじめ、野菜、果樹、花きなどを取り入れた様々な農業を展開しています。 

農業従業者の減少と高齢化への対応やＴＰＰ協定※交渉の合意を踏まえ、国内外での競争力強

化を目指し、多様な担い手の育成・確保、農産物やその加工品のブランド化の推進、海外への

販路開拓の推進に向けた取組を進めます。 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 多様な担い手の育成・確保 

○農業生産法人化や新規就農者・後継者などの育成・確保に向けた取組の促進 

○野菜、果樹、花きなど地域の特産品の生産維持に向けた取組の検討 

○障がいのある方の農業就労の場の確保に向けた取組の検討（＊） 

○地域に根ざした食育※の推進による次世代リーダーの育成（＊） 

○水稲低コスト・省力化栽培技術の普及や、ＩＣＴ※技術の活用に向けた実証試験などによる 

スマート農業※の普及・促進（＊） 

 

 

 

 

  

【施策】 ■ 多様な担い手の育成・確保 

     ■ 農産物等のブランド化と販路拡大 

空知農業と関連産業の振興プロジェクト 
 

【  】空知地域  

【 主な実施主体 】国、道、市町、民間、試験研究機関 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○新規就農者数 95人(H26) → 100人(H31) 

〇6次産業化※法に基づく「総合化事業計画」の認定件数 1件(H27) → 3件(H32) 

 

 

・行政機関・農業団体・経済団体・農機メーカー・金融機関・大学・研究機関・生産者など 

地域の取組体制の構築 

■新規就農者への支援 

・研修会の実施や給付金の交付 

■他産業との連携 

・福祉分野からの農業就労モデル事業の実施 

■ＩＣＴ※を活用したスマート農業※の推進 

・ＩＣＴを活用した農業生産省力化モデル事業の実施 

取組内容 

農業の担い手増加 他分野からの就労機会の増加 農業生産省力化の取組普及 

■担い手の確保 

・農業生産法人化による就農機会の創出 

■次世代リーダーの育成 

・農業高校と連携した食育※活動の展開 
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■ 農産物等のブランド化と販路拡大 

○空知産農産物・加工品のブランド化、販路拡大に向けた情報発信や各種販売イベント、キャ 

ンペーンなどによるＰＲ活動の実施（＊） 

○６次産業化※、農商工連携※による付加価値の高い商品開発や人材育成への支援（＊） 

○醸造用ぶどうの生産拡大と良質なワインづくりへの支援による産地形成 

○輸出などによる販路開拓の促進（＊） 

〇地域に根ざした食育※の推進による次世代リーダーの育成（＊）（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連する主な基盤整備  

○農産物の安定生産の基盤となる農地や農業用施設の整備 

   ・農業用用排水施設の整備促進 

   ・区画整理や暗渠排水、客土等の農用地の整備促進 

  ○農地及び農業用施設の機能回復や災害を防止するための施設の整備 

   ・農業用施設や農用地の機能回復の整備促進 

   ・農業用ため池の地震対策整備及び耐震診断の支援促進 

  ○農産物流通の合理化などのための農道の整備 

  ○高規格幹線道路※の整備 

  ○物流ネットワーク形成のための道路網の整備 

   ・高規格幹線道路と一体となった道路網の整備促進 

   ・空港、港湾などの物流拠点へのアクセス道路の整備促進 

 

 

 （＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 

 

 

 

農業者 

連携・ネット 
ワーク構築 

空知産ブランドの認知度向上 地域雇用の拡大 生産者の所得向上 国内外への販路拡大 

各種販売イベントなどにおけるPRの実施 人材の発掘・育成 新商品の開発 

自治体 

商工業者 

ワーク構築 
連携・ネット 

取組内容 

農業団体 連携・ネット 
ワーク構築 

ワインの産地形成 

試験研究機関 
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 目   的  

空知地域に存在する「近代化産業遺産※」や「北海道遺産※」に認定された有形・無形の炭鉱

遺産※「炭鉱（やま）の記憶※」や地域固有の景観等の価値を再認識し、「炭鉱（やま）の記憶」

等の地域資源の保全・活用を図るとともに、地域の「宝」の再認識による誇りの醸成や、歴史

や文化を学ぶ「そらちヘリテージツーリズム※」などの推進による交流人口の拡大を図ります。 

また、「炭鉱（やま）の記憶」を未来へ活かすため、高齢化が進む地域の語り部の育成・支援

や空知の「石炭」、小樽の「港」、室蘭の「製鉄・鉄鋼」関連施設とそれらをつなぐ「鉄道」 

関連施設、いわゆる「炭・鉄・港」をテーマとする地域間の連携に向けた取組を進めます。 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 多様な主体の参画による「まち力・市民力」の向上 

○「炭鉱（やま）の記憶」を地域の「宝」と認識し、シビックプライド※の醸成 

○炭鉱遺産の保全・活用に関する取組の促進 

○地域の語り部や団体の育成など「炭鉱（やま）の記憶」を未来へ活かすための担い手づくり 

○歴史的に関係の深い鹿児島との交流等による歴史文化の伝承 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策】 ■ 多様な主体の参画による「まち力・市民力」の向上 

     ■ 地域の固有性を活かす創造都市の形成 

     ■ 地域マネジメント機能の確立 

 

 

そらち「炭鉱（やま）の記憶」の推進プロジェクト 
 

【  】空知地域  

【 主な実施主体 】国、道、市町、民間、ＮＰＯ 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○「炭鉱の記憶※」で地域づくり推進会議の構成市町の観光入込客数 7,339千人(H26) → 7,550千人(H31) 

○炭鉱の記憶マネジメントセンター利用者数    4,062人(H26) →  5,500人(H32) 

空知総合振興局 

 
 

 市町 

 
 

地域の誇り・シビックプラ

イド※の醸成 
   

 
  
  

   

 
 

NPO※法人 

・フォーラム開催やパネル展示 

・地域の語り部の育成 

・広報誌等の掲載・配布 など 

・ふるさと教育の実施 

・市民や団体が実施するイベ

ント支援 など 

企業 

連携・情報交換 

「炭鉱（やま）の記憶※」 

・保全・活用に関する調査 

・文化財等の登録に向けた取組の促進     など 

 

炭鉱遺産※の保全・活用 

市民の「炭鉱（やま）の記

憶」の理解の促進 

市民との協働 

連携・情報交換 連携・情報交換 
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■ 地域の固有性を活かす創造都市の形成 

○歴史や文化、農業を学ぶ周遊ルートの形成など「そらちヘリテージツーリズム※」の促進（＊） 

○歴史や文化を地域資源として活用した修学旅行、学習旅行等の誘致促進 

○炭鉱遺産※や食文化など、「炭鉱（やま）の記憶※」の積極的な情報発信 

○産業遺産「炭・鉄・港」をテーマにした、空知地域内や小樽・室蘭との連携促進 

○地域の活動拠点となる博物館・史料館等の再生促進 

○歴史的に関係の深い鹿児島との交流による産業遺産等の活用促進 

○北海道１５０年事業等との連動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 地域マネジメント機能の確立 

○関係市町や民間団体との連携による地域マネジメント機能の充実強化 

○地域における人材や団体の育成促進 

○空知地域内外の産業遺産「炭・鉄・港」の関連団体とのネットワーク化による連携の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道・関係振興局  
 

 
小樽市、室蘭市など 

 
 

   

 
  
  

 

ジオパークやアート、教育旅行など多 

様なタイプの交流促進 など 

  

 
 

鹿児島県 連携・情報交換 

・「炭･鉄・港」の価値を再認識する取組の実施 

・鹿児島県との連携による博物館等における相互展示 

・北海道150年事業等との連携   など 

市町の博物館等 北海道博物館等 連携・情報交換 

・有形・無形の炭鉱遺産※（炭鉱（やま）の記憶※）の積極的な情報発信やパネル展の実施 

・炭鉱遺産やワイン、グリーン・ツーリズム※等を周遊する取組の促進 

・アートやジオパーク※など、炭鉱遺産を活用したイベント等の実施促進 

・地域の活動拠点となる博物館・史料館等の再生促進 

 

他地域との連携によるストーリー

性の構築などによる魅力向上 
学生や観光客等の炭鉱

の記憶の理解促進 

空知総合振興局 

 
 

 市町 

 
 

地域マネジメント機能の充実強化 

   

 
  

 

   

 
 

NPO※法人 

・そらち炭鉱の記憶マネジメントセンターを拠点にワンスト

ップサービスの提供や人材の育成 

・炭鉱遺産※を活用した取組を実施している地域内や地域外

の団体とのネットワーク化による連携の促進 

・地域の活動拠点となる博物館等との連携 

 

・「炭鉱の記憶※」で地域づくり推進連携会議の開催 

・そらち炭鉱の記憶マネジメントセンターの安定的な運営 

・北海道地域づくりサポート隊の配置 

連携・情報交換 連携・情報交換 連携・情報交換 

空知地域内や地域外の市町や団体との連

携強化 

企業 
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関連する主な基盤整備  

○安心で快適な旅ができる交通ネットワークの整備 

  ・観光拠点へのアクセス道路の整備促進 

  ・統一的なイメージ形成に資する案内標識などの情報基盤の整備促進 

 

    

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

ワインや日本酒、米などの農産物や地元食材を使った食観光、グリーン・ツーリズム※やサ

イクリングなどによる体験型観光の推進のほか、「自然・しごと・暮らし」などの空知の魅力を

積極的に発信して、国内外との人と物の流れの創出や、地域活性化を進めます。 

 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 「空知」の知名度向上による「まち」「ひと」「しごと」の好循環の創出 

○「空知」の知名度向上に向けた市町や民間等との連携による、道内外における戦略的な情報 

発信と推進組織の構築 

○グリーン・ツーリズムや産業観光などの強みを活かした修学旅行・学習旅行等の誘致促進 

○田園回帰などの志向の高まりを踏まえ、地域の魅力を活かしたライフスタイル（そらち de

ライフ）の発信などによる移住・定住の促進 

○ワイナリーや炭鉱遺産※、花などの地域資源を組み合わせた広域的な観光ルートの開発 

  ○観光情報提供媒体の多言語化など、ターゲットを絞った国内外からの誘客活動の実施 

○空知産農産物・加工品のブランド化、販路拡大に向けた情報発信や各種販売イベント、キャ 

ンペーンなどによるＰＲ活動の実施（＊）（再掲） 

○都市圏から管内への人材誘致・定着に向けた取組の促進（＊）（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策】 ■ 「空知」の知名度向上による「まち」「ひと」「しごと」の好循環の創出 

     ■ 地域資源を活かした新たな観光の魅力づくり 

     ■ 移住・定住の促進（再掲） 

 

 

空知の魅力発信プロジェクト 
 

 
【  】空知地域  

【 主な実施主体 】国、道、市町、民間、ＮＰＯ 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○管内市町へのふるさと納税者数 32,181人（H26） →  65,000人（H32） 

○管内への観光入込客数    1,165万人(H26) → 1,204万人(H31) 

○体験移住事業（ちょっと暮らし※）の利用者数（再掲） 257人(H26) → 300人(H31) 
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■ 地域資源を活かした新たな観光の魅力づくり 

○サイクリングなど体験型観光メニューの多様化に向けた取組の促進（＊） 

○歴史や文化等を活かした新たな観光資源の発掘・ストーリーの形成と地域の語り部や団体

の育成など担い手づくりの促進 

○グリーン・ツーリズム※や産業観光など、修学旅行、学習旅行等の受入体制の整備 

○空知産ワインや日本酒等に合う料理・地元食材を活用した食の魅力づくり 

○ジンギスカンや鶏料理、地場農産物や地元食材を使ったメニューを提供するファームレス

トランなどを活用した地域に根ざした食観光の促進（＊） 

○炭鉱遺産※やジオパーク※などの活用による歴史や文化を学ぶ「そらちヘリテージツーリズ

ム※」の推進（＊） 

○交通拠点と観光拠点を結ぶ交通ネットワークの充実に向けた取組の促進 

 ○インバウンド※の拡大に向けた統一的なサインや、Ｗｉ－Ｆｉ※などＩＴ環境等の整備促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商工業者等 

連携・ネット 
ワーク構築 

交流人口の増加 移住者の増加 地域経済の活性化 

■道内外におけるイベントの開催 ■地域資源を活かした観光ルートのＰＲ 

空知総合振興局 

市 町 

ワーク構築 
連携・ネット 

取組内容 

・「空知」に関するリサーチプロモーショ 
 ンの実施 
・特産品、ふるさと納税、U Iターン※等に 
 関するPRの実施 

・パンフレットの作成（多言語化） 
・SNS※を活用した情報発信 

■修学旅行・学習旅行の誘致促進 
・グリーン・ツーリズム※や産業観光 
などのＰＲ 
・新たな観光ルートの開発 

■労働者確保に向けた取組の促進 
・地域のライフスタイルの発信 
・労働者確保に向けた支援策の検討 

連携・ネット 
ワーク構築 

推進組織の構築 

ふるさと納税の増加 
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■ 移住・定住の促進（再掲） 

○移住・定住の促進に向けた、地域の「しごと」「住まい」「暮らし」に関係する団体との 

情報共有と一体的な情報発信（＊） 

  ○「ちょっと暮らし※」の推進 

  ○移住者向けの住環境や子育て支援などの受入体制の充実 

○農業や商工業の関連団体などとの連携による広域的な結婚サポートに関する取組の促進（＊） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業者・商工業者等    

連携・ネット 
ワーク構築 

交流人口の増加 移住者の増加 地域経済の活性化 

■体験型観光のメニューの多様化 ■食観光の魅力づくり ■観光客受入体制の整備 

空知総合振興局  

市 町 

ワーク構築 
連携・ネット 

取組内容 

新たな観光の魅力創出 

・サイクルツーリズムの受入の促進 

・ワインツーリズムの推進 

・二次交通※の充実 
・歴史や文化等を活かした観光資源の発 
 掘 

・修学旅行、学習旅行等の受入体制整備 

・ファームレストランなどを活用した取組 

観光協会・民間等 

・農業の魅力を活かした体験メニューの磨き上げ 
・「そらちヘリテージツーリズム※」の推進 

・ワインなどに合う食の魅力づくりと情報 
 発信 

連携・ネット 
ワーク構築 

・統一的なサインやＩＴ環境などの整備 

空知総合振興局 

 
 

 市町 

 
 

U･Iターンの受入 

   

総合的な支援の実施 

 
  
  

 

空き家情報の提供 

  

  

関係団体 

U･I ﾀｰﾝ※支援ｾﾐﾅｰ等の開催 仕事と生活情報の一体的発信

・地域の「しごと」「住ま

い」「暮らし」に関係する

団体との情報共有（移住・

定住推進連絡会議の開催） 

・婚活※イベント等の開催 

体験移住者の受入 移住・定住者の受入 

連携・情報交換 

連携・情報交換 

連携・情報交換 
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関連する主な基盤整備  

 ○安心で快適な旅ができる交通ネットワークの整備 

  ・観光拠点へのアクセス道路の整備促進 

  ・自転車道や案内標識の整備促進 

  ・Ｗｉ－Ｆｉ※の整備促進 

 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

 全国でも低位にある札幌圏の出生率を向上させるため、市町村等と連携し、地域の特性を踏

まえた広域的な結婚支援や、地域で子育てを支える取組の充実などを図るとともに、男女が共

に働きやすい就業環境づくりに取り組む企業への支援等により、仕事と家庭が両立できる多様

な働き方の普及を通じたワーク・ライフ・バランス※の実現を図り、若者が希望どおり結婚し、

子どもを持てるような環境づくりを進めます。 

 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 若者が希望どおり結婚して子どもを持てるような環境づくりの推進 

◯結婚・出産・子育てに関する意識醸成（＊） 

◯結婚支援の推進（＊） 

◯妊娠・出産の希望をかなえる環境づくり（＊） 

◯安心して子育てできる社会の形成（＊） 

 

■ ワーク・ライフ・バランスの実現 

◯長時間労働の見直し促進（＊） 

◯多様な働き方の普及促進（＊） 

◯育児休業の取得促進（＊） 

◯男性の育児参加の促進（＊） 

◯子育て支援に積極的な企業等を対象とする認証制度の推進（＊） 

 

 

【施策】 ■ 若者が希望どおり結婚して子どもを持てるような環境づくりの推進 

     ■ ワーク・ライフ・バランスの実現 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

  ◯石狩地域の認定こども園※数  27カ所（H26） →  89カ所（H31） 

◯石狩地域の子育てを応援する企業（北海道あったかファミリー応援企業登録※）数 

46社（H26） →  110社（H31） 

若い世代の結婚・子育てに関する希望をかなえる 
少子化対策加速プロジェクト 
 

【 推進エリア 】石狩地域  

【 主な実施主体 】道、市町村、民間 



37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連する主な基盤整備  

◯子育て支援住宅の普及促進など子どもを安心して育てられる環境づくり 

   ・保育所などの老朽施設の更新や新たなニーズに対応できる施設の整備 

 

 

 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

 石狩地域に多く立地する大学をはじめ、市町村や地元企業等との連携により、新規学卒者の

地元就業・定着に向けた取組を推進するほか、多様なものづくり産業や大消費地を支える商

業・サービス業、都市近郊の優位性を活かした農業といった地域産業の競争力強化や企業誘致

等により雇用の場を創出し、人口のダム機能強化を図るとともに、「生涯活躍のまち（日本版

ＣＣＲＣ）」構想※の検討を含め、地域の優位性を活かした首都圏からの人材誘致や移住・定住

を促進する取組を進めます。 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 新規学卒者の地元就業・定着に向けた取組の推進 

 ◯若者の地元定着促進策の検討（＊） 

◯地元就業・定着に向けた意識醸成・情報提供（＊） 

◯地元就業・定着に向けた支援（＊） 

◯首都圏からの人材還流の促進（＊） 

 

■ 地域産業の競争力強化や企業誘致等による雇用の場の創出 

◯高収益作物の作付拡大やＩＣＴ※などを活用した新技術の導入、農業経営の法人化などに 

よる地域農業の体質強化の推進（＊） 

◯大消費地近郊の利点を活かした地産地消の一層の推進（＊） 

◯農業体験・直売所開設等グリーン・ツーリズム※の取組拡大と地域間連携の促進（＊） 

◯技術力や情報発信力の強化などによるものづくり産業の振興（＊） 

◯商店街の再生支援や経営基盤強化などによる商業・サービス業の活性化（＊） 

◯地域の優位性を活かした企業等の誘致促進（＊） 

◯地域資源を活かした６次産業化※・農商工連携※の推進（＊） 

 

【施策】 ■ 新規学卒者の地元就業・定着に向けた取組の推進 

     ■ 地域産業の競争力強化や企業誘致等による雇用の場の創出 

     ■ 首都圏からの人材誘致、移住・定住の促進 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

  ◯新規大卒道内就職者の３年以内の離職率  前年度より改善（H28～H32）（※H26：37.2％） 

◯石狩地域の農産物直売所売上額  1,127百万円（H26） → 1,617百万円（H32） 

◯石狩地域若年（15～29歳）男性の首都圏への転出超過数 

 1,535人（H25） →  850人（H31） 

若者の地元定着促進と 
首都圏からの新しい人の流れ創出プロジェクト 

 
【 推進エリア 】石狩地域  

【 主な実施主体 】道、市町村、民間 
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■ 首都圏からの人材誘致、移住・定住の促進 

◯移住・定住促進のための効果的な情報発信（＊） 

◯子育て世代の移住促進に向けた環境整備（＊） 

◯アクティブシニアの移住促進（＊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連する主な基盤整備  

 ◯農産物の安定生産の基盤となる農地や農業用施設の整備 

・優良農地の維持や農業生産性の向上を図るための農地整備の促進 

 ◯健全な森林の整備と保全の推進 

   ・森林の有する多面的機能を高度に発揮させるための森林整備 

◯水産物供給基地としての漁港・漁場づくり 

・漁業生産活動や水産物流通の拠点となる漁港・漁場の整備促進 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

 「都市と自然との共存」、「新千歳空港からのアクセスの良さ」、「豊富な食・観光資源」など

の特性を有する石狩地域ならではの観光スタイルの浸透・拡大に向け魅力を発信するととも

に、成長市場であるタイなどアジアをターゲットとした外国人観光客の受入体制の整備、地域

内周遊の促進を含めた誘客や、ＬＣＣ※就航・新幹線開業の効果を活かした教育旅行の誘致、若

者の旅行需要喚起などの取組を進め、国内外の交流人口の拡大を図ります。 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 石狩観光スタイルの浸透・拡大に向けた魅力発信 

◯地域の連携体制の強化（＊） 

◯観光ホスピタリティ※の向上と誰にもやさしい観光地づくりの促進（＊） 

◯地域の産業や資源を活かした体験型観光の推進（＊） 

◯地域が連携した広域観光や滞在型観光の推進（＊） 

◯石狩エリアの魅力を浸透させるプロモーションの推進（＊） 

 

■ アジアをターゲットとした誘客の促進、外国人観光客の受入体制の整備や石狩地域内周遊

を促す取組の推進   

◯外国人観光客の受入体制の整備・充実（＊） 

◯観光メニューの創出や広域的な滞在・周遊コースの企画等、観光商品の開発（＊） 

◯成長市場であるタイなどアジアをターゲットとした誘客促進（＊） 

 

■ ＬＣＣ就航や新幹線開業の効果を活かした国内外の交流人口の拡大 

 ◯新たな観光商品の開発（＊） 

◯地域が連携した広域観光や滞在型観光の推進《再掲》（＊） 

◯教育旅行誘致や若者の旅行需要喚起（＊） 

◯ターゲットを絞った戦略的な誘客促進（＊） 

 

【施策】 ■ 石狩観光スタイルの浸透・拡大に向けた魅力発信 

     ■ アジアをターゲットとした誘客の促進、外国人観光客の受入体制の整備や 

石狩地域内周遊を促す取組の推進 

■ ＬＣＣ就航や新幹線開業の効果を活かした国内外の交流人口の拡大 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

  ◯石狩地域への観光入込客数  2,330万人（H26） → 3,100万人（H31） 

◯石狩地域訪日外国人宿泊客数  153万人（H26） →  580万人（H32） 

 

都市と自然とが共存する 
石狩観光スタイルのグローバル展開プロジェクト 

 
【 推進エリア 】石狩地域  

【 主な実施主体 】道、市町村、民間 
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 関連する主な基盤整備  

  ◯安心で快適な旅ができる交通ネットワークの整備  

・新千歳空港の機能強化、施設整備促進 

・地域高規格道路の整備促進 

・大規模自転車道の整備促進 

  ◯北海道新幹線の整備促進 

   ・札幌までの整備促進 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 



42 

 

 

 

 

 
 

  

 目   的  

 豊かな自然環境を守り育て、次世代へと継承していくため、道民との協働による森林づくり

や「道民の森※」を活用した自然とのふれあいなどを通じた環境保全意識の啓発のほか、野生鳥

獣や外来種の適正管理による生態系の保全や農林水産業への被害防止対策に取り組むととも

に、地域特性を活かした再生可能エネルギー※の導入や関連ビジネス創出への支援、不法投棄防

止対策をはじめとした廃棄物の適正処理の推進や３Ｒ※（リデュース、リユース、リサイクル）

に対する意識向上のための取組など、環境への負荷が少ない持続可能な社会の形成を推進しま

す。 

 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 協働による森林づくりの推進 

◯森林づくりボランティア活動の推進 

◯森林・林業関係者等の連携による森林づくりボランティアの人材育成 

◯木育マイスター※や企業との連携による木育※の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策】 ■ 協働による森林づくりの推進 

     ■ エゾシカなど野生動物・外来種対策の推進 

     ■ 再生可能エネルギーの導入促進及び環境・エネルギー関連ビジネス創出への支援  

■ 廃棄物の適正処理と環境保全活動の推進 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

  ◯協働により実施する石狩地域での間伐面積     635ha（H25） → 1,700ha（H32） 

◯石狩地域のエゾシカ捕獲推進プラン目標数の達成   毎年度同プランで設定する目標数 

◯石狩地域の再生可能エネルギー※発電施設の立地数  20件（H26）  →    33件（H32） 

◯石狩地域のクリーンパートナー※登録団体数     39団体（H26） → 100団体（H32） 

豊かな自然環境と調和する 
スマート＆クリーンタウン形成プロジェクト 

【 推進エリア 】石狩地域  

【 主な実施主体 】国、道、市町村、民間 
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■ エゾシカなど野生動物・外来種対策の推進 

◯有害捕獲や農林業被害防止などエゾシカ対策に関する協議・情報共有 

◯有害鳥獣捕獲の促進 

◯農林業被害防止対策の推進 

◯狩猟者維持及び担い手の確保 

◯生息・捕獲・被害状況等の把握 

◯エゾシカ食肉処理施設の道認証制度活用によるブランド化の推進 

◯アライグマなど外来種対策に係る研修会等の開催 

◯アライグマなど外来種捕獲の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 再生可能エネルギー※の導入促進及び環境・エネルギー関連ビジネス創出への支援 

◯再生可能エネルギー導入に向けた市町村及び関係団体との情報共有等 

◯相談窓口の充実 

◯スマートコミュニティ※のモデル地区などへの支援 

◯環境・エネルギー産業の立地等に向けた支援 
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■ 廃棄物の適正処理と環境保全活動の推進 

◯不法投棄等撲滅に向けた活動の推進 

◯３Ｒ※の推進 

◯廃棄物適正処理の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連する主な基盤整備  

 ◯リサイクル・廃棄物処理施設の整備 

・産業廃棄物を処理・資源化する施設の整備 

・一般廃棄物を処理・資源化する施設の整備 

 ◯自然豊かな水辺環境の整備・保全 

  ・河川環境の再生に配慮した河川・砂防施設の整備 
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 目   的  

 人口減少・高齢化が進行する中、地域の住民一人一人が、安心して心豊かに暮らし続けるこ

とができるよう、市町村やＮＰＯ※、団体、企業など、多様な主体が連携し、子育て世帯や高齢

者、障がいのある方々等の交流の場の創出をはじめとした、地域コミュニティ機能の維持・発

揮に向けた取組などを進めるとともに、災害に強くしなやかな地域社会の構築に向け、災害防

止施設等のインフラ整備や災害時における避難支援対策、自主防災組織※活性化の取組など、ハ

ード・ソフト一体となった防災対策を推進します。 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 
 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる社会の形成 

◯「共生型福祉拠点※」の創出支援 

◯アドバイザーの紹介など地域コミュニティ機能の維持・発揮に向けた取組への支援 

◯ＮＰＯなどと連携した空き家等の利活用の促進 

◯高齢者のニーズに応じた住まいづくりの促進 

◯障がいのある方々が暮らしやすい地域づくりの推進 

◯地域包括支援センター※の活動支援 

◯高齢者の見守り体制づくりの推進 

◯地域による子育て支援の充実（＊） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策】 ■ 誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる社会の形成 

     ■ ハード・ソフト一体となった防災対策の推進 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

  ◯「共生型福祉拠点※」の新たな取組を行う石狩地域の市町村数  ８市町村（H32） 

◯石狩地域の自主防災組織※活動カバー率 62.5％（H26）→ 全国平均値（H32） 

（※H26全国平均80.0％） 

安全・安心・いきいきまちづくり推進プロジェクト 
 
 

【 推進エリア 】石狩地域  

【 主な実施主体 】国、道、市町村、民間 
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■ ハード・ソフト一体となった防災対策の推進 

 ◯災害に備えた社会資本整備の推進 

◯防災教育の強化 

◯自主防災組織※の活性化に向けた取組の推進 

◯災害時における避難支援対策の推進 

◯関係機関との連携強化 

◯札幌直下型地震を想定した防災体制の整備 

◯土砂災害警戒区域等の指定 

◯行政機能の業務継続体制の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連する主な基盤整備  

◯持続可能なコンパクトなまちづくり 

   ・既存公営住宅の改善整備の推進 

  ○国内海上交通ネットワークの整備 

   ・災害に強い海上輸送ネットワークの構築を図るための港湾機能の強化 

 ◯災害に備えた安全な道路交通環境の整備 

   ・安全で確実な交通ネットワークの整備促進  

  ○洪水や土砂災害、火山噴火や大規模地震、津波などに備えた安全性の高い災害防止施設の 

整備 

   ・河川や砂防などの治水施設の整備促進 

   ・土砂災害警戒区域等の基礎調査の実施 

 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

 後志地域は、米、畑作物、野菜、果樹、畜産など地域の特色を活かした農業、カラマツ、ト

ドマツを主体とした森林資源の循環利用に向けた林業・木材産業、ホッケ、スケトウダラ、ス

ルメイカなど多彩な水産物が水揚げされる水産業が基幹産業となっているものの、後継者不足

や高齢化、所得の減少が進んでいます。 

 そのため、担い手の確保や収益性の向上に向けた取組を推進し、農林水産業の持続的発展を

図るとともに、豊富で良質な１次産品を活用した商品開発や情報発信などにより、高付加価値

化やブランド化を促進していきます。 

 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

 ■ 農業の持続的発展 

  ○高収益作物の導入や農業生産基盤の整備などによる収益性の高い後志農業の確立（＊） 

  ○環境に調和した農業の確立 

  ○担い手の育成・確保（＊） 

 

 ■ 林業・木材産業等の健全な発展 

○地域の特性に応じた森づくりの推進 

○地材地消の推進（＊） 

○木質バイオマス※資源としての活用促進 

 

地域を支える力強い農林水産業確立プロジェクト 
 
 

【施策】 ■ 農業の持続的発展 

     ■ 林業・木材産業等の健全な発展 

     ■ 水産業の持続的発展 

     ■ 地域特性を活かしたブランドの創造・確立 

     ■ ブランド力を活かした販路拡大 

     ■ 観光と連携した「食」ブランドの発信 

 
〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○特産農産物（塩トマトなど）生産農家戸数      8戸（H26） →   30戸（H31） 

○新規就農者                  12人（H26） →   15人（H31） 

○管内製材・木材チップ工場における原木消費量 79,000㎥（H26） → 90,000㎥（H31） 

○新規漁業就業者数               13人（H26） →   15人（H31） 

【推進エリア】 後志地域 

【主な実施主体】国、道、市町村、民間、NPO 
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■ 水産業の持続的発展 

  ○ナマコやホタテなどの増養殖の推進（＊） 

  ○海域特性に応じた効率的・効果的な栽培漁業※の推進 

  ○トドなどの海獣による漁業被害防止対策の推進 

  ○密漁監視体制の強化 

  ○担い手の育成・確保（＊） 

  

■ 地域特性を活かしたブランドの創造・確立 

  ○特産品の発掘・磨き上げ（＊） 

  ○クリーン農業※の推進など安全・安心を基礎とした「食」のブランド力の向上 

  ○「ようていカラマツ」としてのブランド化の推進（＊） 

  ○６次産業化※の推進 

 

■ ブランド力を活かした販路拡大 

  ○地元食材のレストランでの利用促進など産消協働の推進 

  ○官民協働による国内外でのプロモーションの展開 

 

 ■ 観光と連携した「食」ブランドの発信 

  ○「食」のイベントの開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・増養殖の推進（ナマコなど） 
・効率的・効果的な栽培漁業

※
の 

推進 
・海獣被害防止対策の推進 

・地域の特性に応じた森づくり 
・地材地消の推進 

・高収益作物の導入 
・農業生産基盤の整備 
・環境に調和した農業の確立 

農業の持続的発展 林業・木材産業等の健全な発展 水産業の持続的発展 

力強い農林水産業の確立 

・特産品の発掘・磨き上げ 
・クリーン農業

※
の推進 

・「ようていカラマツ」のブランド化推進 
・ 6 次産業化※

の推進 

・地産地消、産消協働の推進 
・官民協働による国内外へのプロモーションの展開 
・「食」のイベントの開催 

担い手の育成・確保 

地域のブランドの創造・確立 販路拡大・観光と連携した「食」ブランドの発信 
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 関連する主な基盤整備  

  ○農産物の安定生産の基盤となる農地や農業用施設の整備 

   ・水田・畑の整備促進 

  ○農地及び農業用施設の機能回復や災害を防止するための施設の整備 

   ・農業用施設や農用地の機能回復 

   ・地すべり防止施設などの整備促進 

   ・河川などの治水施設の整備促進 

  ○健全な森林の整備と保全の推進  

   ・伐採跡地への植栽や間伐などの促進 

  ○水産物供給基地としての漁港・漁場づくり 

   ・漁港、流通加工施設、漁港関連道などの整備促進 

  ◯高規格幹線道路※の整備 

  ◯物流ネットワーク形成のための道路網の整備 

   ・物流拠点へのアクセス道路の整備促進 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

 後志地域は、小樽の歴史的建造物、積丹半島の海岸線、羊蹄山などの優れた景観や、ニセコ

周辺のスキーなどを核としたウィンタースポーツや夏季のサイクリング、ラフティングなどの

アクティビティなどにより、国内外から多くの観光客が訪れる本道を代表する観光エリアとな

っています。 

 しかし、観光客の季節による変動が大きく、また、日帰り観光が大半を占めていることか

ら、地域内で造られる日本酒、ワイン、ウィスキー、ビールや、豊富な水産物、農畜産物、そ

れらの食材を活かした加工品などの多様な「酒と肴」をテーマとした広域観光の推進に加え、

新たな観光資源の発掘・磨き上げや受入体制の整備などにより、観光入込客の平準化や欧米型

の長期滞在型の観光地づくりを進めていきます。 

 

 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 新たな魅力の創出による後志観光の推進 

○宿泊地（ハブ）と周辺の地域（サテライト）が連携し、多彩な魅力ある観光資源を活用した

通年型・滞在型観光の推進 

○観光ホスピタリティ※の向上 

○広域観光の推進（＊） 

  

■ 外国人観光客の誘客促進と利便性の向上 

○外国人観光客向けのホスピタリティ向上 

○外国人観光客が訪れやすい環境整備 

○官民協働による国内外でのプロモーション展開（＊） 

○外国人とのコミュニケーション等を通じた人材育成 

多彩な地域資源を活用した 
国際観光リゾートエリア形成プロジェクト 

 
 

【施策】 ■ 新たな魅力の創出による後志観光の推進 

     ■ 外国人観光客の誘客促進と利便性の向上 

     ■ 「食」の魅力と豊かな景観を活かした観光地づくり 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○管内への観光入込客数 2,100万人（H26） → 2,593万人（H31） 

【推進エリア】 後志地域 

【主な実施主体】国、道、市町村、民間、NPO 
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 ■ 「食」の魅力と豊かな景観を活かした観光地づくり 

○農業・漁業体験など一次産業や食品加工業を始めとする二次産業と観光事業者との連携を 

図りながら「食」を活かした魅力ある観光地づくり 

  ○自然・景観の保全と活用による質の高いリゾート地域の形成 

  ○シーニックバイウェイ北海道※の推進 

○飲食施設等における地域材の有効活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 関連する主な基盤整備  

 ○安心で快適な旅ができる交通ネットワークの整備 

  ・広域観光を支える二次交通※の整備 

 ○北海道新幹線の整備促進 

 ○高規格幹線道路※の整備 

 ○自然豊かな水辺環境の整備・保全 

  ・環境に配慮した河川・砂防施設の整備促進 

 ○自然公園における利用施設の整備など自然とのふれあいの場づくり 

  ・自然公園の整備促進 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 

 

 

 

 

 

・自然・景観の保全と活用 ・「酒と肴」をテーマとした広域観光の推進 

多彩な食の魅力 豊かな景観 

・スキーや ラフティング など 

豊富なアクティビティ 

国際観光リゾートエリアの形成 

《 欧米型の長期滞在型の観光地づくり 》 

官民協働による国内外でのプロモーション展開 

新たな観光資源の発掘・磨き上げ 受入体制の整備（ホスピタリティ※向上等） 
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 目   的  

 国内外からの観光客が多く訪れているニセコ周辺地域では、冬季間のみスキー場やホテル等

の関連施設で就業する若者が多数存在しており、こうした豊富な労働力を農業や食料品製造業

など夏季に人手不足となっている業種とマッチングするなど、短期滞在者の通年雇用化による

産業の担い手確保、移住・定住を促進するため、関係機関が連携して就業支援や人材育成への

支援を行います。 

 また、年間を通して外国人が多く滞在するという環境を活かし、国際感覚やコミュニケーシ

ョン能力を備えた人材を育成し、地域における観光ビジネスや世界を相手に活躍できる人材育

成に取り組みます。 

 さらに、行政と民間が連携して空き家の活用促進に取り組む「しりべし空き家BANK※」事業

や、高齢者・子育て世帯の住替えの促進など居住環境の整備を図りながら、人口減少社会に対

応した活力あるまち・ひと・しごとづくりを推進していきます。 

 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

 ■ 冬季にリゾートで就業する多くの若者と夏季に人手不足となっている業種とのマッチング

による通年滞在化 

  ○冬山ジョブ・マッチング・カフェなど就業相談の実施（＊） 

○農業就業フェアなど合同就業面接会の開催（＊） 

○通年滞在に必要な情報を総合的に提供するワンストップ窓口の設置（＊） 

 

“しりべし”活力ある「まち・ひと・しごと」づくり 
プロジェクト 

 
 

【施策】 ■ 冬季にリゾートで就業する多くの若者と夏季に人手不足となっている業種と

のマッチングによる通年滞在化 

     ■ 年間を通して多くの外国人が滞在する環境を活かしたグローバル人材の育成 

     ■ 「しりべし空き家BANK」事業による空き家の活用促進 

     ■ 高齢者と子育て世帯の住み替えによる新たなまちづくり 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○空き家BANK成約件数          41件（H26） → 90件（H31） 

○マッチング窓口の利用による通年雇用者  0人（H26） → 50人（H31） 

 

 

【推進エリア】 後志地域 

【主な実施主体】国、道、市町村、民間、NPO 
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 ■ 年間を通して多くの外国人が滞在する環境を活かしたグローバル人材の育成 

  ○異文化との交流機会や英語実践機会の創出（＊） 

  ○外国人とのコミュニケーション等を通じた人材育成［再掲］（＊） 

 

 

 ■ 「しりべし空き家 BANK※」事業による空き家の活用促進 

  ○空き家相談窓口機能の強化（＊） 

  ○「しりべし空き家 BANK」の事業体制強化（＊） 

 

 ■ 高齢者と子育て世帯の住替えによる新たなまちづくり 

  ○住み替えの支援促進（＊） 

  ○まちづくりフォーラムの開催（＊） 

 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

 胆振地域は、鉄鋼や自動車関連などの「ものづくり産業」が集積する産業拠点があり、国際

拠点港湾※や近隣に道内最大の空港を有した本道経済をリードする地域である一方、豊かな自然

環境に恵まれ、環境をテーマとした北海道洞爺湖サミットの開催地として、再生可能エネルギ

ー※の活用を積極的に図るなど環境先進地に向けた取組を進めています。こうした胆振の地域特

性を活かし、経済と環境のさらなる調和的発展を図り、地域活力の創造を推進します。 

 

 施 策 展 開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

 ■ 多様なものづくり産業拠点の形成促進 

  ○ものづくり産業拠点の重層化（＊） 

  ○自動車関連企業や環境・エネルギー関連企業などの立地促進（＊） 

  ○食の安全・安心、寒冷地対応などグローバルな課題に応える産業群の振興（＊） 

 

 ■ 産官学金連携などによる地域の強みを活かした産業の振興 

  ○地域の伝統、先端技術の集積等の地域の強みを活かした産業の振興 

○大学等教育機関との連携によるものづくり人材の育成・確保（＊） 

  ○地域の強みを活かした環境・エネルギー関連産業の振興（＊） 

  ○産学官金連携などによる特色ある地域産業の創出・育成 

  ○恵まれた物流アクセス環境を活かした移輸出拡大（＊） 

 

 

 

経済・環境の調和を図り地域活力を創造する 
「いぶり」産業展開プロジェクト 

 【  】胆振地域 

【 主な実施主体 】国、道、市町村、民間、ＮＰＯ 

【施策】 ■ 多様なものづくり産業拠点の形成促進 

     ■ 産官学金※連携などによる地域の強みを活かした産業の振興 

     ■ 豊かな自然環境の保全や活用 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○道企業立地促進費補助金認定申請数  27件（H23～27累計）→ 40件（H28～32累計） 

○製造業の付加価値生産性          1,332万円（H25） → 1,850万円（H30） 

○従業員数 4～29 人の事業所における常用雇用者数   4,900人（H25） →  5,500人（H31） 

○電気自動車、燃料電池車、天然ガス自動車、プラグインハイブリット自動車の合計台数（室蘭運輸支局管内） 

                      246台（H26） →    500台(H31) 

○間伐の実施面積       8,500ha(5年間累計H28～H32)  ※参考：1,675ha(H26)  
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■ 豊かな自然環境の保全や活用 

  ○低炭素型ライフスタイル・ビジネススタイルへの転換に向けた地球温暖化防止行動の促進 

  ○地域住民や企業との協働による自然環境の保全に向けた取組の促進 

  ○計画的・効率的な造林や間伐、地域材の利用拡大など森林資源の循環利用の推進 

 

 

 

 関連する主な基盤整備  

 ○物流ネットワーク形成のための道路網の整備 

   ・高規格幹線道路※と一体となった道路網の整備促進 

 ○産業拠点の形成に向けた施設の整備 

   ・苫小牧東部地域内等の河川・道路の整備促進 

 ○自然豊かな水辺環境の整備・保全 

   ・環境に配慮した河川・砂防施設などの整備促進 

 ○健全な森林の整備と保全の推進 

   ・森林の有する多面的機能を高度に発揮させるための森林の整備促進 

  ・森林整備の基礎となり、生活環境の改善や森林・山村と都市との交流を促す骨格的な林道   

の整備促進 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

胆振地域には、ジオパーク※、アイヌ文化、縄文遺跡群、恐竜化石、日本有数の温泉地、新

鮮・多品種な食材など豊かな地域資源があります。こうした地域の強みを活かしながら、一次

産業の担い手の誘致・育成に取り組むとともに、食品加工・流通の高度化や食と観光の一体的

な取組の推進により、地域産業力の強化を図ります。また、多様な文化を体験できるという優

位性を活かして、住みたい・訪れたい地域づくりに取り組みます。 

 

 施 策 展 開  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

 ■ 一次産業の担い手の確保と食品加工・流通の促進 

  ○農業や漁業の就業希望者への情報提供、技術指導、経営安定化などを通じた担い手の確保 

  ○地域の食材を使った商品・メニューの開発や、ブランド化の促進、販路拡大（＊） 

○多面的機能を発揮した農漁村の活性化 

 

■ 豊かな食材や特色ある観光エリアなど、地域資源を活用した交流人口の拡大 

  ○地域資源を活かした魅力ある食と観光による地域づくりの推進（＊） 

  ○北海道新幹線の開業や、国立アイヌ民族博物館を含む「民族共生象徴空間※」の整備等を契

機とした、優れた地域資源の総合発信等による更なる誘客促進（＊） 

  

■ 地域の魅力の発信による移住・定住の促進 

  ○関係団体等との連携による移住関連情報の総合的な発信 

  ○「生涯活躍のまち」構想※の検討など、地域における受入体制の整備 

 

多様な強みを活かし融合する 
住みたい・訪れたい「いぶり」地域づくりプロジェクト 

 【  】胆振地域 

【 主な実施主体 】国、道、市町村、民間、ＮＰＯ 

【施策】 ■ 一次産業の担い手の確保と食品加工・流通の促進 

     ■ 豊かな食材や特色ある観光エリアなど、地域資源を活用した交流人口の拡大 

     ■ 地域の魅力の発信による移住・定住の促進 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○新規就農者          24人（H26）→      27人（H31） 

○エコファーマー認定数    170人（H26）→     180人（H31) 

○新規漁業就業者         19人（H26）→      21人（H31） 

○食品工業の付加価値額   184億円（H24）→   190億円（H31） 

○管内への観光入込客数  1,500万人（H25）→ 1,983万人（H32） 

 宿泊延べ客数（外国人）   61万人（H25）→   232万人（H32） 

○西胆振地域における「生涯活躍のまち」構想※の策定  1件（H32） 
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 関連する主な基盤整備  

 ○農産物の安定生産の基盤となる農地や農業用施設の整備 

  ・水田・畑・草地や農業用施設の整備促進 

 ○農地及び農業用施設の機能回復や災害を防止するための施設の整備 

   ・農業用施設の機能回復 

   ・農地及び農業用施設の災害を未然に防止するための施設の整備促進 

 ○水産物供給基地としての漁港・漁場づくり 

  ・漁港、漁場などの整備促進 

 ○安心で快適な旅ができる交通ネットワークの整備 

  ・観光拠点へのアクセス道路や休憩施設の整備 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的   

 日高地域は全国生産の約８割を占める軽種馬生産に加え、全道一の生産を誇るトマトやピー

マンのほか、イチゴ、肉用牛、コンブ、鮭（銀聖）、マツカワなど様々な農水産物が生産さ

れています。また、人工林の大半を占めるカラマツ・トドマツが利用期を迎えています。 

このような恵まれた資源の付加価値向上や地元食材の活用推進による域内循環の促進などの

取組とともに、一次産業の担い手対策を進め産業振興と地域の活性化を図ります。 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 農林水産物の生産振興対策の推進と担い手の育成・確保 

○担い手育成・確保に向けた取組体制の構築（＊） 

○高収益作物の生産拡大による農業経営の安定化（＊）    

○コンブ漁業の生産安定化に向けた対策の推進（＊） 

○安定した収益が見込める魚種による栽培漁業※の推進（＊）  

  ○鳥獣被害防止対策の推進（＊） 

  

【施策】 ■ 農林水産物の生産振興対策の推進と担い手の育成・確保 

     ■ 農林水産物の高付加価値化の推進と販路開拓・拡大 

     ■ 強い馬づくりに向けた軽種馬生産 

「ひだか」地域を支える農林水産業振興プロジェクト 
 

【 】日高地域  

【主な実施主体】国、道、町、民間 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

〇新規就農者数         15人/年（H25） →   20人/年(H31) 

〇モデル地区における新たな生産体制によるコンブ漁獲量 年間当たり5トンの増加(H31) 

〇施設園芸作物の販売額    6,195百万円(H27)  → 6,500百万円(H31) 

〇有害鳥獣による管内農業被害額 6.4億円（H26） →   5.2億円(H31) 

 

 

   

担い手の育成・確保 

に向けた体制構築 

・新規就農者説明会等の実施

支援 

・林業事業体の育成に向けた

地域関係者のネットワーク

構築 

・漁業就業者促進研修等の 

実施 

・浜を支える女性活動応援事

業の実施    など 

農林水産物の生産安定に向けた取組 

・施設園芸作物や肉用牛な

どの生産拡大に係る農

業施設整備への支援 

・新たなコンブ生産体制の

検討（コンブ生産安定対

策会議の実施等） 

・マツカワ種苗放流の実施

支援       など 

・鳥獣被害防止対策の推進 

 管内農業被害の低減 

 ～捕獲技術講習会等の 

開催 

～ヒグマ防除手法の 

開発      

など 

 

農林水産物の生産振興対策の推進と担い手の育成・確保 
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■ 農林水産物の高付加価値化の推進と販路開拓・拡大  

○クリーン農業※など付加価値の高い農業生産の推進（＊） 

○森林整備・保全活動の推進（＊） 

○管内農林水産物に係る６次産業化※・ブランド化等の高付加価値化と輸出に向けたＨＡＣＣ    

Ｐ※導入等（＊） 

○地元食材の域内循環のための活用促進（＊）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 強い馬づくりに向けた軽種馬生産 

 ○強い馬づくりのための生産振興支援（＊）  

○軽種馬経営の構造改革に向けた取組支援（＊）  

○ホッカイドウ競馬運営への取組支援（＊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・生産者や消費者向けのクリーン 

農業※や有機農業の研修会開催 

・高度クリーン農業技術等導入促進

活動の推進 

・北海道有林野日高管理区整備管理

計画書に基づく森林整備・保全 

活動の推進  

など 

農林水産物の高付加価値化の推進と販路開拓・拡大 

付加価値化の高い農業生産等 農林水産物の高付加価値化及び地元食材の 

域内循環の促進による販路開拓 

・「ひだか6次産業化※推進協議会」（仮称）の設立 

・HACCP※導入に向けた講習会等の実施 

・地域資源を活用したグルメ（商品）開発の促進 

・日高水産物のブランド化への支援 

・地域食材の活用や地産地消の取組への支援                  

など 

生産基盤の拡大や軽種馬経営の 

改善による強い馬づくりの促進 

 

次世代を見据えた農業の複合化

経営転換等の促進 

持続可能な日高の特性を活かした農業（軽種馬生産・園芸作物）の確立 

・強い馬づくりに向けた関係機関・団体

の連携強化や、施設機械整備支援等

（軽種馬構造改革推進会議の実施等） 

 

・高収益作物（肉用牛・園芸作物）の
導入（複合化・転換）のための農業
関連施設整備への支援 

ホッカイドウ競馬への 

取組支援 

強い馬づくりに向けた軽種馬生産 
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 関連する主な基盤整備  

○農産物の安定生産の基盤となる農地や農業用施設の整備  

○水産物供給基地としての漁港・漁村づくり 

・漁港整備 

○水産資源の増大等に向けた施設づくり 

・増養殖場の造成、漁場の整備 

○健全な森林整備と保全の推進 

○高規格幹線道路※の整備 

   ・日高自動車道の整備促進  

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

日高地域は、軽種馬生産による広大な牧場風景に加え、ユネスコ世界ジオパーク※のアポイ

岳や、南北に連なる日高山脈と襟裳岬に連なる変化に富んだ海岸線とが一体となった独特な

景観など豊かな自然環境を有しています。また、アイヌ文化が継承され、多様な食材の宝庫

となっています。 

これらの優れた地域資源を最大限活用し、民間事業者等とも連携しながら、「ひだか」な

らではの観光を展開することで地域産業の振興を図り、新たな雇用の場を創出します。 

 

 施策展開  

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 「ひだか」地域における広域観光の推進 

○地域資源を組み合わせた新たな広域観光ルートの開発（＊）  

○観光関連の民間事業者間の連携促進（＊） 

 

 

  

【施策】 ■ 「ひだか」地域における広域観光の推進 

     ■ 豊かな自然や食などの観光資源の開発・発掘 

     ■ 国内外に向けた「食」と「観光」の魅力の発信 

地域特性を活かした「ひだか」観光展開プロジェクト 
 

【 】日高地域  

【主な実施主体】国、道、町、民間 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

○管内への観光入込客数  160万人（H26） → 210万人(H31) 

 

 

 

「ひだか」地域における広域観光の推進 

地域資源を活かした 

観光ルートの開発 
民間事業者間の連携促進 

 

 

 

・一般モニターの滞在型プログラム

の実施と検証  

・ジオパーク※を中心とした広域観

光ルートや、日帰り観光メニュー

の検討    

・旅行会社と連携したツアー商品の

開発         など 

 

 

 

・行政枠を超えた民間事業者同士の

連携強化の支援・促進による、地

域全体のレベルアップや活性化 

  

各町、観光協会、商工会等の観光関係者を対象とした 

新たな観光プログラムの造成会議や、観光研修会の開催 

 



62 

 

■ 豊かな自然や食などの観光資源の開発・発掘 

○地域特性を活かした観光ブランドの向上と新たな観光資源の掘り起こし（＊） 

○豊かな農・水産物を活かした「食」の観光資源化（＊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 国内外に向けた「食」と「観光」の魅力の発信 

○各種イベント、キャンペーンなどによるＰＲ活動の実施（＊） 

○SNS※などインターネットを活用した効果的な情報発信（＊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊かな自然や食など観光資源の開発・発掘 

観光資源の掘り起こし 
自然や文化等を活用した 

観光ブランドの向上 
「食」の観光資源化 

・ひだかサイクルツーリズムの

推進 

・観光研修会及び観光セミナー

の開催 

・モニターツアーの実施 

・日高山脈襟裳国定公園の国立

公園化の検討 

 など 

・「ひだか」地域の文化と

歴史を結び付けた魅力の

向上 

・ジオパーク※を中心とし

た総合的PRの実施 

・馬を活用した観光振興 

など 

・地域食材を活用したグルメ

（商品）開発の促進 

・「ひだか」ならではの食の

魅力の発信 

など 

国内外に向けた「食」と「観光」の魅力の発信 

各種イベント、キャンペーン 

などによるPR活動 

SNS※などを活用した 

情報発信の実施 

・「ひだか」の持つ観光資源を活用

したPRの実施 

・首都圏、道内イベントへの各町・

団体と連携したブース出展 

・地方競馬場大型ビジョンを利用し

た馬産地「ひだか」の情報発信        

など 

・Facebookページ等のSNSを活用

した「ひだか」のファンに向けた

情報発信 

・インターネットの活用による幅広

いターゲットに向けた効果的な情

報発信 

など 
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 関連する主な基盤整備  

○高規格幹線道路※の整備 

・日高自動車道の整備促進 

○安心で快適な旅ができる交通ネットワークの整備 

・日高自動車道の整備促進 

・道道の整備促進  

 

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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 目   的  

 日高地域の定住を促進するため、日高を思い、地域づくりに主体的に参画する人材の育成・

確保や、地域医療体制や福祉の確保、教育の充実などの観点から安心・安全で快適な暮らしが

できる環境整備を図り、誰もが住み続けたいと思える地域づくりを推進します。 

 

 施策展開   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施策ごとの主な取組方向＞ 

■ 地域づくりの主体となる人材の育成・確保  

○地域づくりに主体的に参画する人材の育成（＊）  

○管内の地域おこし協力隊※員に対する効果的なサポート体制の検討、整備（＊）  

   

 

  

【施策】 ■ 地域づくりの主体となる人材の育成・確保 

     ■ 安心して生活できる地域医療や福祉の確保と教育などの充実 

     ■ 移住・定住の促進に向けた住環境などの整備 

誰もが住み続けたいと思える「ひだか」地域づくりプロジェクト 
 

【 】日高地域  

【主な実施主体】国、道、市町村、民間 

〈プロジェクトの重要業績評価指標（ＫＰＩ※）〉 

〇体験移住「ちょっと暮らし※」の滞在日数 8,389日（H26）→ 9,500日（H31） 

〇自主防災組織※率               39%（H26）→   80%（H31） 

〇空家等対策計画の日高管内の策定         0%（H26）→   100%（H31） 

 

 

地域づくりの主体となる人材の育成・確保 

地域づくりに主体的に 

参画する人材の育成 

 ・北海道指導農業士※、北海道指導

林家、北海道漁業士、地域防災マ

スター※等の認定、育成、支援 

・管内アイヌ文化の継承・振興 

など 

 

 

地域づくりの多様な主体間の

意見交換の場の設定 

 
・地域づくりのフロントラ

ンナーや各実践者等異業

種間交流の新たな場の 

設定 

          など 

  

地域おこし協力隊※に対 

する効果的なサポート 

 ・地域おこし協力隊による

交流研修会の実施など、

広域的活動をサポート 
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■ 安心して生活できる地域医療や福祉の確保と教育などの充実 

○誰もが安心できる地域医療提供体制構築のための環境づくり（＊）  

○高齢者などが安心して暮らせる環境づくり（＊） 

○地域全体を学びの場とする体制の整備（＊） 

○自助・共助・公助による災害に強い地域づくり（＊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 移住・定住に向けた住環境などの整備 

○各町が実施する空家等対策事業などへの支援（＊）    

○都市圏から「ひだか」管内に人を呼び込むための移住・定住に係る効果的な情報発信（＊） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

移住・定住に向けた住環境などの整備 

安心して生活できる地域医療や福祉の確保と 

教育などの充実 

地域医療や福祉の確保と教育の充実 

・医療ニーズに応じた医療体制の構築に係る取組 

(日高保健医療福祉圏域連携推進会議等における検討) 

・地域の実情を踏まえた少子化対策（少子化対策圏域協

議会における検討） 

・地域の未婚化・晩婚化への対応（日高管内結婚支援協

議会における検討） 

・身近な地域の自然や歴史、文化、産業等の理解の促進 

など 

     など 

災害に強い地域づくり 

・自主防災組織※の結成促進、 

活動支援 

・津波避難計画策定支援 

・地域防災マスター※など 

地域防災リーダーの育成 

・地域住民に向けた防災教育の

実施    

など 

空家対策事業への支援 

・各町における空家等対策

計画策定への助言又は 

技術支援  

 

都市圏から「ひだか」に  

呼び込む効果的な情報発信 

・ホームページやFacebook 

「日高暮らし応援ナビ」による

広域的な移住・定住情報の発信 

 

ブロードバンド※の 

環境整備 

・「ひだか」地域における

ＩＣＴ※利活用方法の検

討とブロードバンド整備

によるネット環境の充実 
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 関連する主な基盤整備  

○高規格幹線道路※の整備 

・日高自動車道の整備促進 

○災害時の緊急避難や緊急車両、緊急物資の輸送等に必要な道路整備  

・日高自動車道の整備促進 

・道道の整備促進 

○洪水や土砂災害に備えた安全性の高い災害防止施設の整備 

・河川の整備、砂防施設の整備 
   

 

（＊）の取組は、北海道創生総合戦略※の地域戦略に関連するもの 
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６ 方針の推進 

 

 

この方針の推進に当たっては、住民、市町村はもとより企業、大学、ＮＰＯ※など地域が一体

となって、それぞれの地域の実情に応じた地域づくりを進めていく必要があります。 

このため、市町村や地域の関係者の参画を得て、振興局所管地域ごとに「地域づくり連携会議」

などを開催し、地域づくりの方向について検討するとともに、この方針の重点的な取組である「地

域重点政策ユニット」の推進に向け、多様な主体と連携・協働して進めていきます。 

また、この方針は、総合計画の重点戦略計画として位置づけられている「北海道創生総合戦略
※」の地域戦略や「北海道強靱化計画」の各地域における施策の展開方向と整合を図るとともに、

地域における保健・医療・福祉、環境、経済・産業、エネルギー、教育、社会資本など特定の政

策分野ごとの「特定分野別計画」と相まって地域に根ざした政策を展開していきます。 

なお、方針の推進期間に経済社会情勢など地域を取り巻く大きな環境変化が生じた場合は、方

針について必要な見直しを検討します。 

 

 

  この方針を効果的に推進していくため、重点的な取組である「地域重点政策ユニット」を地域

で展開することとし、その推進管理はＰＤＣＡ※サイクルにより行っていきます。 

  各振興局は「地域づくり連携会議」の場において、「地域重点政策ユニット」の取組内容、進

捗状況、課題、今後の取組方向などについて点検・評価を行い、必要に応じて取組内容の見直し

を行うとともに、施策の追加や変更など改善を行います。また、「地域重点政策ユニット」を推

進していく上で課題等があった場合は、各振興局が政策提案として知事を本部長とする「北海道

地域づくり推進本部」において全庁横断的な調整を行い、その課題の解決に努めることとします。 

 

 

この方針は、市町村をはじめとした地域の関係者などの参画を得ながら検討を進め、各振興

局が主体となり策定した地域計画であることから各振興局が推進管理していきます。 

 

 

  

推進管理の体制 

効果的な推進 

推進の考え方 
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ＰＤＣＡサイクルによる展開方針の推進  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｐｌａｎ

【振興局】

「 連 携 地 域 別 政 策 展 開 方 針 」

重点的な取組－地域重点政策ユニット

Ｄｏ

【地域の多様な主体】

地域重点政策ユニットの

取組推進

Ｃｈｅｃｋ

【地域づくり連携会議】

点検・評価

Ａｃｔｉｏｎ

【振興局】

点検・評価を踏まえ

見直し改善

・取組内容の充実 

・施策や予算などへ 

反映 

 

・取組内容 

・進捗状況 

・課  題 

・今後の取組方向  

など 
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７ 附属資料 

 

 

 

 

北海道総合計画「第４章 地域づくりの基本方向」の概要 

 

 

用語解説 
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北海道総合計画「第４章 地域づくりの基本方向」の概要 
 

１ 地域づくりの基本的な考え方 

「個性と魅力を活かした地域づくり」と「様々な連携で支え合う北海道独自の地域づくり」

の視点に基づき、「輝きつづける北海道」の実現に向けた地域づくりを進めていきます。 

２ 計画推進上のエリア設定 

中核都市を拠点とする６つの「連携地域」と地域づくりの拠点である１４の「振興局所管地

域」を計画推進上のエリアとして設定します。 

３ 地域づくり推進の手立て 

具体の施策や主な取組は、「連携地域別政策展開方針」をはじめ、「重点戦略計画」や「特定 

分野別計画」などと一体で推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

     
【主な施策の展開方向】 

○本道経済をリードする産業の活性化と雇用の 

場の創出や産業人材の確保・定着 

○多種多様な農林水産業の展開、多彩な地域資 

源を活用した観光振興や文化・歴史の継承・ 

活用 など 

 

道央広域連携地域 

     
【主な施策の展開方向】 

○北海道新幹線を活用した地域づくりの推進、道南特有 

の歴史・文化などを活かした観光振興 

○特色ある産業の振興と担い手の育成  など 

 

道南連携地域 

 

・若者の地元定着促進、結婚・出産・子育て

への取組推進 など 

石狩 

 

・仕事や住まいのマッチングによる通年雇

用 など 

後志 

 

・農業・関連産業振興、空知ならではの魅力

発信による交流人口の拡大 など 

空知 

 

・地域を支える農林水産業の振興、地域特性

を活かした観光の展開 など 

日高 

 

・地域資源を活かした交流人口拡大、ものづ

くりなど地域産業の振興 など 

胆振 

 

・水産業の増養殖の推進、農業生産体制の強化など農

林水産業の振興 など 

檜山 

 

・文化・歴史など渡島の魅力を活かした観光の推進、

農林水産業の振興 など 

 

渡島 
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【主な施策の展開方向】 

○地域特性を活かした一次産業の活性化と農林水産資源などを活用した産業振興 

○多様な観光資源を活かした魅力あふれる観光振興、離島振興、ロシアとの交流推進 など 

 

道北連携地域 

     
【主な施策の展開方向】 

○力強い農林水産業と関連産業の展開 

○地域資源を活かした観光振興、再生可能 

エネルギー※の利活用や先進技術に関する 

取組促進 など 

 

十勝連携地域 

     
【主な施策の展開方向】 

○農林水産業など基幹産業の振興 

○知床世界自然遺産など地域資源を活 

かした交流人口の拡大、北方領土の 

早期返還に向けた取組の推進 など 

 

釧路・根室連携地域 

 
・農林業の振興、食や観光

資源の活用による交流

人口の拡大 など 

上川  
・農林水産業の活性化、観

光資源などを通じた交

流人口の拡大 など 

留萌 
 
・農林水産業の担い手対

策、観光振興、ロシアと

の交流推進 など 

宗谷 

     
【主な施策の展開方向】 

○豊富な農林水産資源を活かした地域

産業の展開 

○オホーツク特有の歴史・文化、スポー 

ツ振興などを通じた交流人口の拡大 

など 

オホーツク連携地域 

 
・農業、食、関連研究

機関の集積など十

勝の強みを活かし

た地域づくりの推

進     など 

十勝 

 

・少子高齢社会への対応、

基幹産業の振興、北方

領土対策の推進 など 

根室 

 
・農林水産業の経営安定

化、食関連産業の振興、

観光振興 など 

オホーツク 

 

・農林水産業の強化、地域

資源を活かした交流人

口増加の促進 など 

釧路 
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用語解説 
本文中で「○○○※」と表示された用語の解説。 

用語の横の数字は当該用語が記載されているペー

ジを表示。 

 
ア行 
 
磯焼け 5､10 
 コンブやワカメなどの海藻類が極端に減

少し、岩礁が無節石灰藻（主成分が石灰質の

海藻）に覆われて、岩面が白ないし黄色化す

る現象。昭和 30 年以降から日本海沿岸を中

心に見られており、その原因は、海況の変化

やウニ等の食害などが言われている。 
 
インバウンド 33 
 訪日外国人旅行 

 
エコツーリズム 6 
観光旅行者が、自然観光資源について知識

を有する者から案内又は助言を受け、これら
資源の保護に配慮し、資源と触れ合い、その
知識と理解を深めるための活動。 
  
カ行 
 
機能性食品 39 
 一般的に、人間の健康、身体能力、心理状

態に好ましい影響を与える働き（第三次機能）

が科学的に明らかにされた食品 

 

共生型福祉拠点 45 
高齢者、障がいのある方、子どもなど地域

住民が集い、お互いに支え、支えられる取組

が行われる場。 

 
近代化産業遺産 29 
日本の産業の近代化に貢献した建造物や

機械など経済産業省が認定している文化遺

産の分類。 
 
クリーン農業 5､13､48､59 
たい肥等の有機物の施用などによる土づ

くりに努め、化学肥料や化学合成農薬の使用
を必要最低限にとどめるなど、農業の自然循
環機能を維持増進させ、環境との調和に配慮
した、安全・安心、品質の高い農産物の生産
を進める農業。 
 
クリーンパートナー 42､44 
  不法投棄をしない、許さないなどの環境保
全行動の輪を広げるために、宣言の趣旨に賛

同される団体等を「そらち・いしかりクリー
ン・パートナー」として登録する制度。 

 
グリーン・ツーリズム 5､6､8､13､15､30､

32､33､38､39 
ファームイン、農村体験など、農村地域に

滞在し、農山村の自然・文化・人々との交流
などを楽しむ滞在型の余暇活動。 
 
高規格幹線道路 7､19､28､49､51､55､60､
63､66 
 高規格幹線道路とは「高速自動車国道」及
び「一般国道の自動車専用道路（本州四国連
絡道路含む）」のことを言う。これらは一般
的に、自動車が高速で走れる構造で造られた
自動車専用道路のことを指し、昭和 62 年 6
月の閣議決定で位置づけられている。全国
14,000km（うち北海道 1,825km） 
 
合計特殊出生率 9 
 その年次の 15～49 歳までの女性の年齢別
出生率を合計したもの。一人の女性が仮にそ
の年次の年齢別出生率で一生の間に子ども
を生むと仮定したときの子どもの数に相当
する。 

 
国際拠点港湾 54 
国際戦略港湾以外の港湾であって、国際海

上貨物網の拠点となる港湾として政令で定
めるもの。 
※ 国際戦略港湾…長距離の国際海上コン
テナ運送に係る国際海上貨物輸送網の拠点
となり、かつ、当該国際海上貨物輸送網と国
内海上貨物輸送網とを結節する機能が高い
港湾であって、その国際競争力の強化を重点
的に図ることが必要な港湾として政令で定
めるもの。 

 
婚活 25､34､37 
 結婚活動。結婚相手を探すことや、結婚へ
向けての様々な活動。 
 
コンパクトなまちづくり 3､13､25 
 高齢者を含めた多くの人にとって暮らし

やすいまちを目指して、様々な都市機能がコ

ンパクトに集積し、アクセスしやすいまちづ

くり。 

 
サ行 
 
再生可能エネルギー 4､13､15､24､26､42､

43､54､71 
 太陽光、風力、水力、波力、地熱、バイオ
マスなど、永続的に利用することができるエ
ネルギー源を利用して得られるエネルギー。 
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栽培漁業 5､13､48､58 
水産資源の維持・増大と漁業生産の向上を

図るため、有用水産動物を種苗生産、放流、
育成管理等の人為的手段を施し、資源を積極
的に培養しつつ、漁獲する漁業。 
 

産学官金 6､14､54､55 
 産業界（民間企業）、学校（教育・研究機
関）、官公庁（国・地方公共団体）、金融機関
の四者。 

 
産業支援機関 6､39 
創業支援、事業資金・設備投資資金の貸付、

ビジネスマッチング、販路開拓、経営革新、

新事業展開などの経営支援等を行う機関。 
 
シーニックバイウェイ北海道 51 
 みちをきっかけに地域住民と行政が連携
し、美しい景観づくり、活力ある地域づくり、
魅力ある観光空間づくりをめざす政策。 
 
ジオパーク 2､7､14､16､17､20､21､22､30､
33､56､61､62 
 地質学的に重要な地層や岩石の露頭（地層
や岩石が直接見られる場所）および重要な地
形など、地質遺産を含む一種の自然公園。 
 
自主防災組織 3､13､45､46､64､65 
「自分たちの地域は自分たちで守る」とい

う自覚、連帯感に基づき、自主的に結成する
組織であり、災害による被害を予防し、軽減
するための活動を行う組織 
 
指導農業士 64 
次代の農業の担い手として積極的な意欲

と能力を有する者の育成指導や地域農業の
振興等に対する助言、協力を行う優れた農業
者として北海道知事の認定を受けた者。 
 
シビックプライド 29 
そこに住む人々の誇り。 

 
生涯活躍のまち(日本版ＣＣＲＣ)構想  

13､38､39､56､57 
 「東京圏をはじめとする地域の高齢者が、
希望に応じ地方や「まちなか」に移り住み、
地域住民や多世代と交流しながら健康でア
クティブな生活を送り、必要に応じて医療・
介護を受けることができるような地域づく
り」を目指すもの。 
 
小規模グループケア 37 
 施設内または地域の中で施設から独立し
た家屋等において、６人程度の子どもたちを
家庭に近い環境の中で養育する形態。 
 
 

食育 5､27､28 

 様々な経験を通じて「食」に関する知識と

「食」を選択する力を有し、健全な食生活を

実践することができる人を育てること。 

 
しりべし空き家 BANK 52､53 

後志地域の空き家・空き施設に関する情報

を発信し、売り手・貸し手と買い手、借り手

をマッチングする仕組。 
 
森林施業 5､13 

森林を維持・造林するため、植栽、下刈、

間伐などの作業を適正に組み合わせ、目的に

応じた森林の取扱いをすること。 
 
水素エネルギー 4､13 
 水素を燃料としたエネルギー。水素が酸素
と反応し、水になるときに発生する電気を利
用したり、直接、発電施設の燃料として利用
したりする。水素は、水や化石燃料などから、
多様な方法で製造することができ、使用時に
ＣＯ２を排出しないことやエネルギー効率が
高いことなど、環境負荷の低減や高い省エネ
効果が期待できる。 
 
スマートコミュニティ 43 
 電力だけでなく、熱や未利用エネルギーも
含めたエネルギーを地域単位で総合的に管
理するとともに、交通システムなども組み合
わせた、ライフスタイル全体を視野に入れた
社会システム。 
 
スマート農業 27 
 ロボット技術やＩＣＴを活用した超省力・
高品質生産を実現する新たな農業。 
 
生物多様性 4 
生きものたちの豊かな個性とつながりの

こと。生物多様性条約では、生態系の多様性・
種の多様性・遺伝子の多様性という 3つのレ
ベルで多様性があるとしている。 
 
石炭地下ガス化 4､13 
 石炭層を直接燃焼させ生成ガスを回収す
る方法で、送風孔から空気・酸素・水蒸気等
を送り込むことで、メタンガス・一酸化炭素・
二酸化炭素・水素等の生成ガスを回収する技
術。 
 
雪氷冷熱 4､13､26 
 冬季に蓄えた雪や氷を、夏場の冷房や低温
貯蔵施設などに活用することで低温、高湿度
の室内環境を安定的かつ安価に作り出せる
可能性のあるエネルギー資源。 
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タ行 
 
待機児童 37 
 希望する保育所などに入所申請したが、定
員などの関係で入所することができない児
童。 
 
炭鉱遺産 7､8､15､23､29､30､32､33 
空知地域において最盛期の 1960 年代に約

110 炭鉱、約 1,750万トンの規模を誇る国内
最大の産炭地として、北海道開拓や日本の近
代化を支えてきた。エネルギー政策の転換に
より 1990 年代には全ての炭鉱が閉山したが、
その当時の立坑櫓や炭鉱住宅、独自の食文化
など、現在、炭鉱に関する多くの記憶を残し
ている。 
 
炭層メタンガス 4､13 
 石炭の生成過程で生じ、地下の石炭層（ま
たはその近傍の地層）中に貯留されたメタン。 
 
地域おこし協力隊 64 
 地方自治体が、都市住民を受け入れて委嘱
し、地域おこし活動の支援や農林漁業の応援、
住民の生活支援など、「地域協力活動」に従
事してもらい、あわせてその定住・定着を図
りながら、地域の活性化につなげる制度。 
 
地域包括ケアシステム 39 
重度な要介護状態となっても住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで
続けることができるよう、医療・介護・予防・
住まい・生活支援が一体的に提供されるシス
テム。 
 
地域包括支援センター 45 
地域の高齢者の相談窓口、権利擁護や地域

の支援体制づくり、介護予防の必要な援助な
どを行い、高齢者の保健医療の向上及び福祉
の増進を包括的に支援することを目的とし、
地域包括ケア実現に向けた中核的な機関と
して市町村が設置。 
 
地域防災マスター 3､46､64､65 
 日ごろの防災活動への参加や地域への呼
びかけ、災害時の声かけ活動などをボランテ
ィアで行う、道が認定した地域の防災リーダ
ー。 
 
地域防災力 3､13､19､46 
 住民一人一人が自ら行う防災活動、自主防
災組織、消防団、水防団その他の地域におけ
る多様な主体が行う防災活動並びに地方公
共団体、国及びその他の公共機関が行う防災
活動の適切な役割分担及び相互の連携協力
によって確保される地域における総合的な
防災の体制及びその能力。 
 

地球温暖化防止活動推進員 4 
 地球温暖化対策に関する知識等の普及並
びに地球温暖化対策の推進を図るため道が
委嘱しているもので、推進員は温暖化防止活
動を実践するとともに、住民、団体、事業者
等を対象に、身近な地球温暖化対策について
地域の実情に応じた啓発や助言、相談への対
応などを行っている。 
 
中小水力発電 26 
 出力 30,000ｋＷ以下の規模の水力発電。 
 
ちょっと暮らし 3､8､11､13､24､25､32､34､
64 
 道内の市町村等が運営主体となり、北海道
への移住や二地域居住等を希望している方
に対し、生活に必要な家具や家電を備え付け
た住宅等を用意し、その地域での生活を体験
してもらう取組。 
 
道民の森 42 
 自然や森林とふれあい、自然とともに生き
る心を培うことを目的に、当別町と月形町に
またがる道有地の中に宿泊施設や学習セン
ター、キャンプ場などを設けている森林の総
合利用施設。 

 
ナ行 
 
二次交通 34､51 
 空港や鉄道の駅、港などの交通拠点から目
的地までの交通のこと。バスやタクシーなど
が二次交通として利用される。 
 
二地域居住 3 
 都市住民が農山漁村などの地域にも同時
に生活拠点を持つこと。 
 
認定こども園 24､36 
 就学前の幼児教育・保育を提供する機能及
び地域における子育て支援を行う機能を備
える施設として認可・認定を受けた幼稚園、
保育所及び幼保連携型認定こども園。 
 
農商工連携 5､28､38､39 
 中小企業者と農林漁業者とが有機的に連
携し、それぞれの経営資源を有効に活用して、
新商品の開発、生産若しくは需要の開拓又は
新役務の開発、提供若しくは需要の開拓を行
うこと。 
 

ハ行 
 
ファミリーホーム 37 
 養育者の住居において５～ ６人の複数の
児童による関わりを活かしつつ、委託児童の
自主性を尊重し、基本的な生活習慣を確立す
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るとともに、豊かな人間性及び社会性を養い、
児童の自立支援を図る（小規模住居型児童養
育事業）。 
 

ブロードバンド 65 
 ＡＤＳＬやＦＴＴＨ、ＣＡＴＶなど、従来
のダイヤルアップ接続やＩＳＤＮを使った
インターネット通信と比較して、より広域帯
で高速な通信を提供する回線やサービスの
総称。 
 
ヘリテージツーリズム 29､30､33､34 
近代化産業遺産を保存し活用することで

産業の発展を支えてきた各種技術や先人の
営みを後生に伝え、地域に優れた産業技術が
存在したことを地域や住民の誇りにつなげ
るとともに、外部の人が訪れ、ガイドの案内
等を通じて学習・交流する旅行。 
 
ポータルサイト 39 
 Web上の様々なサービスや情報を集約して
簡単にアクセスできるようにまとめた、Web
利用の起点となる Webサイトのこと。 
 転じて、組織内の複数の Webサイトや情報
資源のデータやサービスを集約・整理して一
覧できるようにした玄関口となるサイトを
ポータルサイトということもある。企業が従
業員向けに提供するものは「社内ポータル」
「企業内ポータル」と呼ばれる。 
 
ホスピタリティ 6､40､41､50､51 
 観光客が安心して快適に観光できるよう
に、地域の人々がおもてなしの心で接し、観
光客をあたたかく迎えること。 
 
北海道あったかファミリー応援企業登
録制度 36 
 企業における男女が共に働きやすい職場
環境づくりを促進するため、仕事と家庭の両
立支援に積極的に取り組む企業を登録する
制度で、登録した企業には登録証を交付する
とともに、道のホームページ等で企業の仕事
と家庭の両立支援に向けた取組内容の周知
などを行う。 
 
北海道遺産 29 
 NPO 法人北海道遺産協議会を中心として、
道民参加のもと北海道の宝物として認定さ
れた有形・無形の財産。 
 
北海道創生総合戦略  
19､21､23､26､28､31､35､37､39､41､46､49､51､
53､55､57､60､63､66､67 
 人口減少に関する基本認識を広く道民が
共有し、北海道の総力を結集しながら、北海
道における地域社会の創生に向けた施策を
総合的かつ計画的に推進するため、平成 27
年 10月に策定された「北海道創生総合戦略」

のこと。 
 
北海道フード・コンプレックス国際戦
略総合特区 14 
 「総合特区制度」（規制の特例措置や税制・
財政・禁輸上の支援措置等をパッケージ化し
て実施する制度）に基づき、北海道を、ＥＵ・
北米経済圏と同規模の成長が見込まれる東
アジアにおいて、オランダのフードバレーに
匹敵する食の研究開発・輸出拠点とするため、
規制の特例措置や税制・財政・金融上の支援
措置等を活用しながら、北海道の優位性のあ
る農水産物の安全性・品質をさらに高める生
産体制を強化し、国内外の市場ニーズ等に対
応した商品開発及び供給体制の確立を図り、
食の生産拡大と高付加価値化を実現しよう
とするもの。 
 
マ行 
 
民族共生象徴空間 7､56 
 アイヌ文化の復興などに関するナショナ
ルセンターとして、アイヌの歴史、文化など
に関する国民各層の幅広い理解の促進の拠
点並びに将来へ向けてアイヌ文化の継承及
び新たなアイヌ文化の創造発展につなげる
ための拠点となるよう、白老町に整備される
もの。 
 
木育 42 
 子どもの頃から木を身近に使っていくこ
とを通じて、人と、木や森とのかかわりを主
体的に考えられる豊かな心を育むこと。 
 
木育マイスター 42 
 森林体験や木工体験など木育活動の企画
立案や指導、アドバイス、コーディネートが
できる人材で、北海道が認定する木育の指導
者。 
 
木質バイオマス 4､5､13､47 
 木材からなるバイオマス。主に、樹木の伐
採や造材のときに発生した枝、葉などの林地
残材、製材工場などから発生する樹皮やのこ
屑などのほか、住宅の解体材や街路樹の剪定
枝などの種類がある。 
 

ヤ行 
 
炭鉱（やま）の記憶 17､29､30 
 空知地域に開花した特異な時代性を有す
る「炭鉱（やま）」の産業・石炭生産の姿、町
並み・風景、炭鉱に生きる人々の働く様子・
暮らし・文化などを現在委語り継ぐ記録・情
報。具体的には、炭鉱関連施設、炭鉱関連機
械、歴史的建造物、鉄道関連施設、博物館・
資料館、生活・文化財。 
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ラ行 
 
林地未利用材 5 
立木を伐採して丸太にする過程で発生す

る枝葉、木の根元や先端部及び伐採後に森
林外に搬出されない間伐材等の林地内に残
された未利用資源のこと。 
 
ワーク・ライフ・バランス 36､37､39 

 仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓

発など、様々な活動について、自らが希望す

るバランスで展開できる状態。 

 
英数字 
 

ＨＡＣＣＰ 59 
【Hazard Analysis and Critical Control Point】 
 危害分析重要管理点の略。従来の最終製品
の抽出検査とは異なり、原料の受入れから製
造・出荷までの各工程において、危害要因を
チェックし、製造における重要な工程を連続
的に監視することによって、一つ一つの製品
の安全性を保証しようとする食品衛生管理
手法。 
 
ＩＣＴ 5､13､27､38､39､65 
【Information and Communications Technology】 
 情報・通信に関する技術一般の総称。 
 

ＫＰＩ 1､18､20､22､24､27､29､32､36､38､40､ 

42､45､47､50､52､54､56､58､61､64 

【Key Performance Indicators】 

重要業績評価指標(目標の達成度合いを図

る定量的な指標) 
 
ＬＣＣ 6､14､40､41 
【Low Cost Carrier】 
効率的な運営により低価格での運賃で運

航サービスを提供する航空会社。 
 
ＮＰＯ 1､22､25､29､30､42､45､67 
【Non-Profit Organization】 

 様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員

に対し、収益を分配することを目的としない

団体の総称。 

 
ＰＤＣＡ 67 
 計画（Plan）を着実に実行（Do）し、その
結果を客観的に評価（Check）することによ
り改善（Action）につなげること。 
 
 
 
 

ＳＮＳ 33､37､62 
 ソーシャルネットワーキングサービス
（Social Networking Service）の略語で、
人と人とのつながりを促進・支援する、コミ
ュニティ型の Web サイトおよびネットサー
ビス。 
 友人・知人間のコミュニケーションを円滑
にする手段や場を提供したり、趣味や嗜好、
居住地域、出身校、あるいは「友人の友人」
といったつながりを通じて新たな人間関係
を構築する場を提供する会員制のサービス
で、Webサイトや専用のスマートフォンアプ
リなどで閲覧・利用することができる。 
 
ＴＰＰ協定 5､27 

【Trans-Pacific Partnership】 

 環太平洋パートナーシップ協定の略。アジ

ア太平洋地域において、モノの関税だけでな

く、サービス、投資の自由化を進め、さらに

は知的財産、金融サービス、電子商取引、国

有企業の規律など、幅広い分野で２１世紀型

のルールを構築する経済連携協定。 

 シンガポール、ニュージーランド、チリ、

ブルネイ、米国、豪州、ペルー、ベトナム、

マレーシア、カナダ、メキシコ、日本の 12カ

国が参加。 
 
Ｕ・Ｉ・Ｊターン 24､25､33､34､39､53 
 「Ｕターン」とは、地方で生まれ育った人
が都心で一度勤務した後に、再び自分の生ま
れ育った故郷に戻って働くこと。 
 「Ｉターン」とは、生まれ育った場所以外
に転居、就職すること。 
 「Ｊターン」とは、地方で生まれ育った人
が都心で一度勤務した後に、再び自分の生ま
れ育った故郷の近くの中規模都市に戻って
働くこと。 
  
Ｗｉ-Ｆｉ 6､33､35､41 
 無線ＬＡＮ（無線でデータの送受信を行う
技術・製品）の規格名。 
 
３Ｒ 13､42､44 
 廃棄物などの発生抑制（リデュース
(Reduce)）､再使用（リユース(Reuse)）、再生
利用（リサイクル(Recycle)）の頭文字。 
 
６次産業化 5､27､28､38､39､48､59 
 １次産業としての農林漁業と、２次産業と
しての製造業、３次産業としての小売業など
の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、
地域資源を活用した新たな付加価値を生み
出す取組。 

 


